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【司会】 

 時間になりましたので本日の会合を始めさせていただきます。皆様お忙しい中お集まり

いただきましてありがとうございます。国際協力銀行（国際金融等業務）および日本貿易

保険における環境社会配慮確認のためのガイドライン改訂に関するコンサルテーション会

合、第７回目ですが、ただいまより開始させていただきたいと思います。 

 本日の議事の進行・司会を務めさせていただきます国際協力銀行の鵜木と申します。ど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

 毎回冒頭にお伝えしておりますが、今回も皆様にお願いをさせていただきたいと思いま

すので、若干お時間をいただければと思います。 

 まず本日はいつもどおり 17時半までを予定しております。途中、15分程度の休憩をは

さんで議論をさせていただければと思っております。また毎回のことですが、議事録につ

きましては逐語にて公開させていただく予定にしておりますので、ご発言の際には、冒頭

にお名前、ご所属をおっしゃっていただければと思います。匿名をご希望の方、あるいは

この会議中のご発言も匿名のほうがよろしいとご希望の方につきましては、冒頭にその旨

をおっしゃっていただければと思います。また、なるべく多くの方々のご意見をおうかが

いしたいと思っておりますので、極力簡潔なご発言にご協力いただければと思います。 

 それから、これも毎度お願いしておりますが、環境ガイドライン改訂の検討のための会

議ということですので、個別案件に関する質問等につきましてはご遠慮願えればと考えて

おります。いつものことでございますが、皆様方のご協力をよろしくお願いできればと思

います。 

 それでは本日の会議の議題、進め方につきまして、JBIC のほうからまず説明をさせて

いただければと思います。よろしくお願いします。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 今日は７回目になります。皆様お忙しい中、これだけたくさんの方々にお越しいただき

ましてありがとうございます。毎回のことですが、私どものほうも効率的かつ実質的な議

論ができるだけ確保できるように精一杯努力してまいりたいと思いますので、ご協力をお

願いしたいと思います。 

 すでにホームページでアップしておりますとおり、本日の予定としましては、項番でい

きますと論点整理表の 13番から 21番ということになっています。当方としましては、で
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きるだけこの限られた時間の中ですべてを議論したいと考えております。一方で順番です

が、前回の経緯もありまして、非自発的住民移転のところ、特に 20-1 は一応前回議論し

たということで、20-2からということで、いずれにしましても非自発的住民移転のところ

から始めさせていただきたいと思っております。そういう意味では大きな意味での 20 番

が一番最初に来て、その次は普通に考えれば 13 番からということになるわけですが、ま

ずそれでよろしいですかということを念のためにお聞きしたいと思います。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 論点 15、16、17ですが、原材料調達の影響、林業部門における森林認証の取得の奨励・

要求、保護価値の高い森林については、森林部門と非常に関連の深い論点になっています。

今日、森林関係の仕事をしています、私たちと一緒にやっている人にも何人か来ていただ

いていまして、次回の出席が若干微妙ということなので、できれば 15～17 までを繰り上

げて、住民移転の後に取り扱っていただければと思いますが、いかがでしょうか。 

 

【司会】 

 JBIC/NEXI、いかがですか。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 当初申し上げましたとおり、予定のところをできるだけクリアしたいということはあり

ますが、その中での順番の変更ということなので、私どもとしては特に異存はございませ

ん。皆様方もよろしいでしょうか。 

 

【司会】 

 他の方、何かご意見がございましたら。はい、どうぞ。 

 

【市民外交センター 木村さん】 

 私は 21 番の先住民族部分を担当しておりますが、やはり次回の出席はちょっと微妙で

すので、できれば今日取り上げさせていただければと思います。 
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【司会】 

 JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 今の木村さんからのお話をおうかがいして、趣旨としては 20番、それから 15～17、そ

の次に 21、それが終わってから 13 というふうに取れるのですが、NGO さんはじめ、あ

るいは他の方々もそれでよろしいですか。 

 

【司会】 

 JBIC/NEXIもよろしいですか。 

 それでは今ご提案がありましたように、順番としましては、まず 20 番の住民移転、そ

れから森林関係といいますか、15、16、17、それから先住民族の関連の 21という順番で

進めさせていただいて、JBIC のほうから説明がありましたように、なるべく効率的にや

ってできるだけ多くをカバーするということで進めさせていただければと思います。皆様

にご了解いただいたということで、それではそういうふうにさせていただきます。ありが

とうございます。JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 限られた時間なので、私自身があまり長くしゃべると、そもそも実質的な議論を阻害し

てしまうことになるので手短にしたいと思います。今回もいわば盛りだくさんでして、し

かも NGO さんのそれぞれのパートの中でたぶん相当入念にご準備されているのだろうと

思います。したがってそれだけ重要なイシューが少なくとも三つはあるということになる

わけですが、他にも 13、14 等々ございます。もう釈迦に説法ですが、これを仮に私ども

のほうで 17時 30分までやった場合、理想的な格好としてどんなふうになるのかというこ

とをちょっと考えてみました。 

 私の話はもうあと１、２分で終わったとして、そこから非自発的住民移転のイシュー。

ちょっと逆算して考えると、これがだいたい１時間ぐらいでできたら理想的かな。その次

に森林、15、16、17、これも重要なイシューですが、これはおそらくパッケージの話だろ

うと思っていまして、個別の論点までブレイクダウンはしませんが、できればこれが 45

分ぐらいでできたらな。その次に先住民族ですが、これも個別に三つあるということで、
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まとめて 45 分ぐらい、休憩を入れて残りの論点に時間をかけるという格好でできればあ

りがたいかな。 

 そうすると非自発的住民移転のところが１時間ぐらい、休憩をはさむかどうかわかりま

せんが、仮に休憩をはさまなかった場合に、そこから 45 分、約３時半までが森林、休憩

を仮に 15 分ぐらい入れたとして、その先が先住民族、これが休憩の時間も含めて 16 時

30分よりちょっと前ぐらい、残りを１時間という限られた時間でという感じかなと思って

おります。これはあくまで理想なので、時間で切るということではないのはかねてから申

し上げているとおりですが、皆様方のご協力をいただきたいと思っています。 

 それから JBIC/NEXI なりに悩みながら、試行錯誤しながら、今までもやってきている

わけですが、今回はこれから申し上げるようなやり方をしたいと思っています。議論を効

率的に進めるためということもあって、これまで皆様方から紙のベースでいただいている

検討のポイント、さらにはそのコメントからあぶり出されてくるそれぞれの論点の焦点に

ついて、私どもなりの理解にあたるものを皆様方に提示します。冒頭でご説明します。そ

の上で、場合によっては、あるいはものによっては、私どもの現時点でのポジションもお

話しします。その上で議論をしていきたいと考えております。 

 他方、皆様方のほうからプレゼンとかご説明があると思いますけれども、そもそもの趣

旨説明に関してはもうすでに紙ベースでいただいていますので、そこの部分についてはで

きるだけ簡略化、あるいは場合によっては割愛いただいて、議論に集中をさせていただき

たい。そこはぜひご協力いただきたいと思います。先ほど申し上げましたタイムスケジュ

ールはあくまでも理想形でして、そのとおりに行くかどうかはわかりませんが、できるだ

け行かせていただくようにご協力をお願いしたいと思います。これはよろしいですかとい

うものではなくて、ぜひそうさせていただきたいということです。私からのコメントは以

上です。 

 

【司会】 

 それではそういうかたちで進めさせていただければと思います。早速、項番 20-2、非自

発的住民移転の事前の補償から開始したいと思います。今 JBIC のほうから提案がありま

したように、まず JBIC/NEXI からそのポイントとなるところにつきまして説明をすると

いうことで、NEXIのほうからお願いします。 
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【日本貿易保険 小泉】 

 NEXIの小泉でございます。本日はよろしくお願いいたします。 

 20-2ですが、非自発的住民移転の中の事前の補償ということで、十分な補償及び支援策

が移転前に与えられなければいけないというご指摘です。私どもの理解としては、まずポ

イントの一つ、これは前回の最後に、私どもから本日の非自発的住民移転を議論するにあ

たって、こういう点がポイントになると思いますと申し上げたことの繰り返しになります

が、事前ということは理解できるのですが、事前の支援策というのは何かというところが

私どもの疑問点です。事前の補償のみならず事前の支援策という言葉にどの程度の比重が

あるのかというところをご説明いただければと思います。 

 ２番目として、補償ですが、これも移転前に与えられなければいけないというご指摘で

すが、それでは事後的に補償がなされた場合、あるいは追加でなされた場合であったらど

うなのかというところあたりがポイントかなと思います。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 今小泉が申し上げた２点目のところの事後の補償という話ですが、これについては事後

の補償を容認するというものではなくて、一つの限界例として、これはもともと規定とし

てあります世銀あるいは IFC の場合には、RAP を作る段階、策定の段階から間違いなく

関与している。そういう中で事前の補償を守らせるということが 100％できるという前提

に立っているという理解です。 

 他方、エキスポート・クレジットの中では、例えば事業そのものの事業者ではなくてベ

ンダー、例えば発電所を造ります。発電所の用地買収が終わった後に機器の業者を決めま

した。その時点でもうさら地になっていて補償がなされていた。残念ながら事後でしたと

いった場合に不可逆性の問題がある。事前にやろうとしてももう戻れないときに、どう扱

ったらよいのか。一般例というよりは限界例として規定でどう扱っていくかという趣旨で

すので、ご理解いただければと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。 

 それではただいまご説明がありました点につきまして、ご質問、ご意見がございました

らお願いできればと思います。 

 5



【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 ご説明いただきありがとうございます。趣旨説明は簡潔にということなので簡潔にお話

しさせていただきますが、おそらくこの重要性ということについては、特段見解の違いが

私たちと JBICや NEXIの皆さんとのあいだにあるわけではないと思っていいですね。 

 現在のガイドラインに何が書いてあるか。適切な時期にという文言が現在のガイドライ

ンには盛り込まれています。実は私は直接国際金融等業務の中でこういった議論をさせて

いただいたことがあるわけではないのですが、何が適切な時期なのかということについて、

当然事前だよねというかたちで、現在のガイドラインが、例えば円借款の事業でとか、あ

るいは同じ文言を使っている JICA のガイドラインの中で運用されてきているわけではな

いという実態を私たちは目の当たりにしてきてこのような提案をさせていただいている。

より具体的にいつ補償が与えられるべきなのか、支援策が与えられるべきなのかというこ

とについて、きちんと明確なサインをプロジェクトの実施主体に送っていただきたいとい

うのがここの提案の趣旨です。 

 お尋ねの点についてお答えしたいと思います。１点目の支援策とは何かというお問い合

わせです。これについては、こういう質問はおそらく来るだろうなと私たちも予期してい

たところで、おそらく支援策と呼ばれるものの中には、特に例えば生計回復のために行わ

れるプログラムのように、移転後でなければ実施する意味がないというものはあるでしょ

うし、あるいは移転後にさまざま発生してきた新たな事態に対応するために、またその後

支援策を行うということもあり得るという意味では、すべての支援策が移転前に与えられ

なければいけないということをここで意味しようとしているわけではありません。そうい

う意味では NGO の提言が支援策という非常に包括的な言い方をしてしまったことにより、

若干誤解を与えてしまったのかなという点について私たちも認識しています。 

 最低限事前に与えられるべきものが補償の他に何があるのかということについては、世

界銀行の例えば OPなどにも書いてありますが、実際の物理的な移転を伴う場合に、その

代替地及び移転地におけるインフラ整備については、必ず移転の前にきちんと準備されて

いるということは必ず必要なことであろうと考えています。そういう意味では必ずしも支

援策すべてについて事前という趣旨ではなく、支援策の中でもある重要な部分、直接的な

物理的な移転にからむ部分について、きちんと移転先に土地が用意されている。家が用意

されている。あるいは必要なインフラが用意されているという状況は移転前に確認されて

いるべきだろうと考えているところです。 
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 ２点目にお問い合わせいただいた事後の補償の問題ですが、不可逆性の問題は前回から

議論になっていて、これは私たちとしても頭が痛い。特に輸出金融の世界であくまである

一定のエクィップメントなり、プラントなりだけを提供するという立場でかかわっていら

っしゃる方には難しい問題なのだろうということは認識しているところです。しかし現実

問題として、事前の補償がなされなかったときに、事後の補償とはどのようにやるのだろ

うな。あまりそういうケースできちんとやられというケースを見聞きしたことがないので、

事前の補償が少なくとも大前提であるということについては合意いただけると思っていま

す。 

 その上で、すでに移転してしまった場合はどうするのだろうというお問い合わせだろう

と思います。なかなかお答えすることが難しいな。私たちとしてはそんなプロジェクトに

融資するのですか。付保するのですかと言いたい部分はあります。ただ、おそらくこれは

ガイドラインの第２部なり、NEXI さんのガイドラインの別紙１に盛り込まれていること

は、原則ということで全体にかかっているわけですから、それは一切合切例外があり得な

いという話ではないだろうとは思っています。 

 ただ重要なのは、事前の補償が行われたものと同じだけの状態にするための一定の追加

的な措置がきちんと取られるのかどうかというところがおそらく問題になってくるのだろ

うな。私たちが見てきた多くの事業の中で、事後に、あるいは例えば一部だけが先に支払

われ、その後にまた追加的な補償が行われるパターンとか、あるいは移転地域に移転して

みたら場所がないという例がありますが、その間に生じた損害、あるいは負った借金、あ

るいは失った生計に対して十分な支援策がきちんと提供された事例はあまり見てきていな

い。 

 問題は、事前の補償が行われたのと同じだけの措置をきちんと後から準備できるかどう

かというところにかかってくるのかなと思っています。そういう意味では事前が原則であ

って、事後ということは基本的にはないものだ。しかし、どうしてもやむを得ない場合が

あり得るとしたら、それは事前と同じだけの状況をきちんと作り出せるだけの支援策が用

意されている必要があるだろうと私は思っています。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 
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【日本貿易保険 稲川】 

 ご回答どうもありがとうございます。こちらの趣旨を踏まえた答えで、ご提案自体も現

行の条文に対して世銀等の国際基準を通じた明確化ということで、改訂ニーズという言葉

を私たちはよく使うのですが、そこの中で相応の合理性を持ったご提案だと認識していま

す。 

 実は最初の支援策のところは、自分たちでも後で気がついたのですが、そもそも私たち

の現行の条文が、十分な補償及び支援とつないでいて、十分な補償を事前にというかたち

でつないでいるので、そこを厳密に書いてしまうと補償と支援がつながってしまうという

ことで、おそらく忠実な改訂案を作ったがゆえに今の話は出てきたのだろうなということ

で、別にこっちは矛盾を突いたわけではなくて、支援策というところが逆に明確になって

よかったなというところです。具体的な支援策のご説明についてもしかりだと思っていま

す。 

 後半のところですが、この点は住民移転全般の中で流れになるような考え方ですので、

私どもの考え方をお話しさせていただきたいと思います。ここの中でどういう言葉を盛り

込んでいくのかというときに、過剰に厳密な言葉、あるいはちょっと言い方は悪いのです

が、箸の上げ下ろしというかマナー的な言葉をガイドラインに盛り込んでしまうところと

しては、私たちは若干慎重であるべきかなと思っています。 

 それは結局このガイドライン全般として、何度も言っているのですが、使われてなんぼ

ということなので、ガイドラインに例えば事前の補償と書いてあったときに、これを融資

なり保険ということで持ち込まれるお客様のほうから、「この案件はもう補償しちゃってる

んだよな。これじゃあ JBIC さん、NEXI さん頼めないよね」あるいは事業者の人にこう

いう条件だよと見せて、例えば法律とか何かの事情で、「これ事後になっちゃうんだよね。

じゃあ日本は使えないや」という話になってしまうのが本当に環境社会配慮上よいのか。 

 こういうことが全く書いてないような国とか、民間の方がいらっしゃるとして、そうい

う緩いところの人に流れていってしまうのが、本当にオールの環境社会配慮としてよいも

のなのか。あるいは日本国の環境ガイドラインとしてそういうことを考えて作っているも

のなのかというと、必ずしもそうは思っていない。むしろガイドラインの趣旨を読んでい

く中では、働きかけをする中で、今まさに福田さんがおっしゃったように、事後の補償が

仮にあったときに、トータルの他のアプローチを通して生計回復が図れていく。よりよい

生活レベルあるいは所得水準が図られていく。トータルの中でそういうことが確認できる。
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あるいはそういうことをアフターケアでちゃんとやってくださいよという私どもの働きか

けを通じて結果としてよくなるのであれば融資をしていく。 

 ただ、そこまでやってもだめだ。あるいは先ほど福田さんはいいことをおっしゃってい

て、事前の補償もできてない人たちは他もどうせダラダラでしょう。仮にそういうことが

あって、知るもんかみたいなことをされれば、私たちは最終的な判断の一つとして、その

人たちに融資、保険をつけないという選択肢は持っている。つまりやるやらないというこ

とが、環境社会配慮をきちんとやってくださる方に対してはつけていく。 

 逆につけていくことで環境社会配慮がよくなっていくということもあるわけです。だめ

な人をだめにしておいたって、事業はやるわけです。やらなくてもいいよと言っている誰

かと結託してやるのです。そこは考え違いをしてはいけない。その計画は、必ずではない

かもしれないけれども、高い確率で実現されている。それに目をつぶってはいけないとい

うことであるならば、ここの規定を最終的に盛り込んでいく十分な相応の理由はあると思

います。ご提案はごもっともだと思います。 

 ここで入れていく中で、あとは私たちのほうで文言として考えていったとき、あるいは

残りの改訂のポイントとの見合いの中で、どのように規定すれば、きちんと事前の補償と

いうことが基本的には守られていく。しかし不可逆性の問題等で整理されなかったものに

ついても、受け入れるというか、門前払いにしない。門に入れて卒業させなければいいわ

けですから。日本の大学と逆です。受験が厳しくて卒業は簡単というのとは逆で、一旦引

き入れて、きちんとできない人は、そこから追い返しても十分間に合うはずです。そうい

うかたちで解決できればよいのではないか。 

 あるいは先ほどの支援策のところも、どういう表現にすればよいのかは、お互いに認識

していることに基本的に開きがないとは思いますから、ここのところは一旦文言の中で整

理をさせていただいて、改訂の方向性というかたちで示させていただく中で、皆さんのご

意見を改めて受けさせていただければというところでいかがでしょうか。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 タイミングに関する基準ですが、現行ガイドラインにもタイミングを求めている条項が

いくつかあって、例えば代替案を検討する段階でコミュニティとの対話をするとか、環境

アセスメント報告書を作成するときに、スコーピングの段階、ドラフトの段階で協議をす

るほうが望ましいといったようなタイミングの規定がいくつか入っていまして、一概にタ
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イミングの規定が全部が全部だめという話でもないだろうとは思うのですが、現実のニー

ズを踏まえた上で必要なものということで我々は考えていますので、今後 NEXIさんで検

討するときに、タイミングに関する規定をどういうふうに判断していくのかを今若干お聞

きしておきたいと思います。検討する上で進め方というのがもしあれば、ぜひおうかがい

したいと思います。 

 

【司会】 

 稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 今のは大変いいご意見だったと思います。これからまさに考えていく中で踏まえるべき

ポイントだと思うので、今の時点で私が思うところ、あるいは今まで JBIC さん、NEXI

の中で話した中で言うと、一つの基準として、田辺さんがおっしゃりたいことは、少しぼ

やけた表現というか、適切なとか、十分なとか、形容詞的になっていて、世銀などの基準

とは厳密にはシンクロしていない。裕度があるかたちになっているのではないのというと

ころだと思うのですが、この点について一つ、いちばん柱になってくるのは、私どもは国

際基準、世銀 IFCについてより適応していくというスタンスを出していますので、ここに

書いてあることは一つの原則になっていくのだろう。ここの部分で言えば、極端に言えば

事前のという言葉が入ることに私個人はあまり抵抗感はないです。これは入れてもよいの

ではないか。 

 ただし、その一方で、先ほど言ったような不可逆性だけではないと思うのですが、私ど

もの生業としている事業の中で初めから入れないという点がいちばん大きい。あるいはレ

バレッジが国際機関と比べて効きづらい。この２点において、お客様あるいはプロジェク

ト実施者に過剰な負担をかける。あるいは門前払い的になってしまうというケースをなる

べく作らないというところでは裕度を持たせる。 

 全く思いつきですが、例えば事前のというそのままの言葉は門前払いにつながりかねま

せんから、ガイドラインには原則のという言葉が他にも入っていますから、ちょっとおか

しいのですが、「原則事前の」とか、あるいは「適切な」よりは進んでいると思いますが、

あまりうまい日本語ではないですが、何らかのかたちで裕度はゼロにはしない。ただ、考

え方は世銀の基準になるべく即していこうという気持ちはあるということです。 
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【司会】 

 ありがとうございました。よろしいでしょうか。他にご意見、ご質問等ございますでし

ょうか。福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 これは事前のというところに関する議論よりも、むしろ先ほど稲川さんがおっしゃった

一般論として、JBIC/NEXI がその事業に関与する、しないということと、しかし関与し

なかったときに他のところが拾うという中で、どこまで門戸を広く取っておけばよいのか

ということに関して、ちょっとだけレスポンスさせていただきたいと思います。 

 確かに多くの場面で、今さまざまなドナーなり、あるいはさまざまな資金の流れが出て

きている中で、先進国の機関なり、あるいは国際機関だけが基準を厳しくすればよいのか

という議論はたくさん出てきていると思います。しかし私たちが実際に現場で見ていると、

必ずしもそういうふうに物事は動いているわけではないのかな。例えば日本の機関、JBIC

が関わることで実際に最終的な融資につながらなかったとしても、その事業の環境社会配

慮が JBIC の基準についてきちんと議論した結果として改善されていくということも私た

ちは見ていますし、あるいは国際的な流れの中で、例えば事前一つを取っても、こういう

基準を JBIC も採用する。NEXI も採用する。そういう国際的なスタンダードの一つです

ねという中で、途上国の制度自体もそれに合わせて、そういうものをにらみながらさまざ

ま整備されていくということもあるわけです。 

 確かに融資する、しないというギリギリした部分一つだけを見ていってしまうと、もし

かしたら JBIC の基準をそこまで厳しくしたら、誰か別の人が拾ってグチャグチャになっ

てしまうのではないのということはあると思いますが、しかしこういう今の環境社会配慮

の大きな流れの中で JBIC/NEXI がガイドラインに規定することは、もう少し広い視野か

ら見ると、それはそれで一つのメッセージとしては意味があるのかなと私は思っています。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。はい、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 小泉】 

 ありがとうございました。今のメッセージは私どもも配慮していきたいと思います。全
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体の流れの中でこの環境ガイドラインが示す役割があるということは、先進性うんぬんで

我々が考えている中で理解しつつ、かつまたそうは言ってもというところでどう折り合い

をつけていくかというところで考えていきたいと思います。 

 それでは 20-2は私どものほうで考えさせていただくことといたしまして、20-3に……。 

 

【司会】 

 20-2の件ですか。どうぞ。 

 

【FoE Japan 神崎さん】 

 お話を遮って申し訳ありません。議論に入る前に申し上げればよかったのですが、前回

のコンサルテーションの際に、私どもから JBIC さん、NEXI さんが世銀の OP4.12 に沿

ってどのような対応をされているかということを具体的に教えていただきたいという要望

を差し上げまして、それに対してご回答いただける、あるいは教えていただけるというお

話だったかと思います。冒頭でお聞きすればよかったものをこのタイミングになってしま

ったのですが、住民移転全体の議論に非常にかかわってくるポイントだと思いますので、

教えていただければと思います。中途半端なタイミングではありますが、よろしくお願い

いたします。 

 

【司会】 

 NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 神崎さん、すみませんでした。お昼前にも議事録を読んで、今日はここから入らなけれ

ばと覚えていたのに忘れてしまったのですが、今のところから全部まとめて話していくよ

りは、今の事前のところのあたりはこの話は大事だったのですよね。引用の仕方、世銀の

基準をどう見ているのかということを個々の事案の中で適切なかたちで JBIC さんから言

及いただくかたちで、一括の説明ではなくて、個々の論点に即して実例をフォローさせて

いただくということでよろしいでしょうか。 

 よろしいということですので、この項目でもやりますか。それとも、そこもあるのだけ

れども、今なんとなくクローズしたかたちだったのですけれども、事前の補償のところも
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ご説明が……。 

 では JBICさん、簡潔にお願いできますか。 

 

【司会】 

 では JBIC、お願いします。 

 

【国際協力銀行 松田】 

 では私から今の点について、どのようにやっているかというところを簡単にご説明させ

ていただきたいと思います。 

 個々にやるのはちょっと難しいのですが、前回は汚染対策で排出基準とか、環境基準と

かいったものを例に挙げて、非常にクリアカットにうちの藤井からご説明させていただい

たかと思います。住民移転になりますとちょっと定性的なところもありまして、なかなか

クリアカットにご説明できないところがあるのですが、我々としては基本的には世銀の

OP4.12の趣旨を踏まえて、必ず環境レビューのときに確認をしております。 

 そのときには全体として代替案の検討からいろいろ入っていかないといけないのですが、

事前の補償のところについても、実際にまずは EIA等での記録、それから現地に行ってプ

ロジェクト実施主体者等のヒアリング、それから住民等の代表者からのヒアリング等を通

して、また事前にその国の法制度等に基づいて住民の移転と補償にかかわる計画などがあ

るかどうか、そういうところを全部確認をして、どのような手続きで、どのようなかたち

で補償がなされているのかというところを確認していきます。 

 基本はやはり事前に補償されるかどうかというところを見ていくことになります。先ほ

ど議論の中にもありましたが、支援策の中には雇用の関係とか、そのプロジェクトができ

た後に雇用をするとかいうこともありますので、もちろんそういうことも含めてですが、

どのような計画を立てているのか、それが事前にちゃんとなされているのかというところ

を、書面なり、実際のプロジェクト実施主体者、それから実際に移転の対象となる住民に

ヒアリング等を通じて確認をする。もしなされていないようなことがあれば、そこについ

ては改善を促すとか、追加的な措置を取ってもらうとかいうことについて必要に応じて話

をすることになります。 

 前回の会合でもそうだったのですが、今までの我々の案件の実績としてガイドラインが

守られていないことが多々散見されるというお話がちょっとあったのですが、実施状況確
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認調査の補足説明のときにこの話はまた詳しくしたいと思っています。その際に、今回カ

テゴリー案件 30 案件のうち住民移転は６案件、そのうち４案件についてはもうすでに環

境レビューの段階で移転補償が済んでいた。そういう場合は、どういったタイミングで補

償がされているのかとか、また移転されていますので、移転後の実際の場所に行って、ど

ういった生活がされているか。住居がどうなっているか。またヒアリングもして、どうい

う生活をしているのか。そこのプロジェクトで雇用されているのであれば、そういうとこ

ろも確認する。収入なども確認する。実際に生活状況がどうなっているかを必ず見ており

ます。 

 実際にまだ移転などが終わっていないところについては、必ずモニタリングを通じて住

民と対話を必ずやっているか。住民の合意を得ながら移転とか補償を進めているか。その

合意を得て、事前に補償なりをちゃんとしているかどうかというところも含めてちゃんと

確認をしております。ですので我々はその６案件について、大きな問題があったとは全然

認識しておりませんし、実際にそういう声も聞いていないというところだけは補足させて

いただければと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。藤平さん。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 松田が丁寧に説明したと思います。補足ですが、要は補償のタイミング、事前かどうか

というところについては、私どもの目線は、基本的には事前になされるという目線でその

案件を見ようと考えています。これは世銀の考え方に沿っている。その先、仮定の話にな

ってしまいますが、万が一そうでなかった場合においても、それはそれなりの合理的な理

由があるのかどうかというのはケース・バイ・ケースで調査をするということだと思いま

す。その上で、先ほど松田は１個飛ばしたなと思ったのですが、そこにおいても合理的な

理由とか説明が見当たらなかった場合には、事業者を通じて改善という手順になるのだろ

うと思っています。基本は事前です。 

 

【FoE Japan 神崎さん】 

 ご説明ありがとうございました。ガイドラインの中身について議論をしたいということ
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で、あまりこれに時間をかけたくないのだろうなと思いつつちょっとお聞きするのですが、

一つおうかがいしたかったのが、基本は世界銀行のポリシーに沿ってやっていらっしゃる

というご姿勢はよくわかったのですけれども、合理的な理由というのは例えばどういうこ

とがあったのか。簡単で結構ですが、教えていただけますでしょうか。事前の補償ができ

ない場合というのはどういう合理的な理由があったのかということですが。 

 

【司会】 

 JBIC、お願いします。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 申し訳ないのですが、ご指摘のとおり、これはこのステージでのお答えは控えたいと思

います。実施状況確認のところの追加情報提供のところで詳しくご説明をすることになる

と思います。それから今申し上げましたとおり、事前でない場合というのは仮定の話にな

ってしまいます。今６件のうちのどうのこうのと言いましたが、私どもの中でこれは基本

的に事前にされている案件だと認識していますので、どういうことがあるのかというのは

仮定の話になってしまいますので、そこは先ほど申し上げましたようにケース・バイ・ケ

ースですということしか今のところはありません。今、追加情報提供するべく、調査とか、

過去のものをひっくり返してとかやっておりますが、それはそのときにちゃんとご説明し

ます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。どうぞ。 

 

【日本貿易保険 小泉】 

 それでは 20-3 に移らせていただきたいと思います。20-3 は非自発的住民移転の移転補

償合意文書に関してですが、まず最初に合意の内容を理解していなければいけないという

ご指摘、それから合意書は対象者に渡されなくてはいけないというご指摘ですが、ここで

私どもがポイントとなろうと思っておりますのは、合意された文書の中身を相手が理解し

たかどうかということをどうやって担保させることができるかという点です。私どもは、

事業者の方が確認された内容について、それができているかどうかを確認しなくてはいけ
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ないのですが、理解を担保させるということができるのかということです。 

 もう一つは、JBIC/NEXI のガイドラインでは、対象者と合意の上でというふうに現状

でも規定していますが、それに加えて理解し、文書を渡すというところまで規定するのか。

そこまですることの必然性がどこまであるのかというところをご説明いただければと思い

ます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。神崎さん、どうぞ。 

 

【FoE Japan 神崎さん】 

 私から簡単に趣旨のご説明をさせていただきたいと思います。私どもの問題意識としま

しては、何度も申し上げていますように、実際のプロジェクトで、被影響住民、移転住民

が、合意内容を確認できなかったがために、あれを言った、これを言ったというレベルで

話が進んでいって、本当に何が合意されたのか、補償として確保されることになっていた

のかという内容がわからなくなってしまう。それによって問題が大きくなってしまうとい

う事例がたくさんあったからです。私どもの趣旨のメインは、合意書というような、契約

書自体でなくてももしかしたらよいのかもしれません。ただ、後々に補償内容や支援策の

内容について影響住民が何らかのかたちで確認ができるようなものが手渡されるというこ

とが重要かなと思っております。 

 先ほどおっしゃっていただいたポイントの一つ目ですが、理解しているかどうかという

点につきまして、前回、稲川さんから最後に宿題というかたちでご提示いただきまして、

私どもでも考えましたところ、確かにこれはシングルイシュー、ここだけのポイントのイ

シューではないな。これから話します 20-4あるいは 20-5との関連も出てくるだろうと考

えております。 

 ただ、二つあるかなと思っていまして、一つは、一つひとつの世帯ではなくて、コミュ

ニティ全体にかかわるような支援策あるいは補償策については、例えば住民移転計画のよ

うなものに書かれることでしょうし、片や個別世帯で、例えばマングローブの木が１本い

くらだとか、ここの土地についてはいくらだとか、そういう個別世帯に関する補償内容は

また別のものだと考えておりまして、後者のほうについては後日きちんと確認できるよう

な何らかの方法が取られるべきであると思っております。簡単ですけれども、まず以上で
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す。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 神崎さん、どうもありがとうございました。合意文書を渡すかどうかはとても大切なこ

とだと思います。契約を交わすという中では、文書で取り交わすのが、別にこの世界、移

転補償合意文書だけではなくて、通常私たちの日常生活における契約の中では一般的なも

のの一つだと思います。もちろん契約は口頭でも成り立ちますが、こうしたものが口頭で

あることは望ましくないことは言うまでもありません。あまりにも自明なので、おそらく

世銀などでも決めていないのだろうと思います。そういう意味では合意文書があるかどう

かというのは当然確かめている。 

 その中で、たくさんなのかどうなのかというところは議論があると思いますから、たく

さんと言われてしまいますと、実施状況確認調査をやられている方などは心外だと思うか

もしれませんが、どうなのでしょうか。合意文書が取り交わされていなければ取り交わす

ようにするということなので、これを書くかどうかというのが唯一絶対の方法なのかどう

かは、メコン・ウォッチさんの 28ページの中のこの論点に関する検討ポイント３ですが、

コメントの中でもそこの部分は再考の余地がありますと(2)で書いてあります。ただし、こ

の目的を果たしていく上で移転補償の方針、内容や異議申し立て方法等について十分な情

報が提供されているという点に関して、現行ガイドラインの規定は不十分であるという認

識に変わりはありません。 

 ここでなるほどと思います。ここに関する私どものガイドラインの項目がボリューム的

に世銀等の規定に対して相対的に少ない。あるいは具体的でないというご指摘はそのとお

りだと思っています。そこの中において適切に書いていく。そして達成すべきところは、

合意書を交わしたかどうかではなくて、十分な理解、インフォームド・コンセントをもっ

て当事者たちが了解しているのか。 

 合意書を取り交わすというのは、当たり前のことですが、十分な理解をしているから合

意書に署名をするというのが普通です。「おまえ本当に理解したのかよ」と聞いて「うん」

と言ったって、とろいやつは理解していない場合もありますけれども、はんこを押したら
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普通は成り立つわけです。詐欺とか、だましたり、脅したりした場合には、民法などはた

ぶんそれでいいはずですが、無効になるとかいうことは、なにもガイドラインで書かなく

ても、どこの国の法律でも一般的にあることなので、そういうことが証明できるのだった

ら、そうやって裁判で争えばいいし、一般的に裁判で争って負けている人たちもいると思

いますが、それは法的にはその人たちが言っていることが正しくないということなわけで

すから、そこのところはちゃんと峻別しないといけない。 

 人の内心というのは結局そういうことになりますから、むしろそういう人たちがちゃん

と理解できるようなプロセスを 20-4、RAP のところとか、20-6 の異議申し立てや何かの

かたちできちんと説明をするというプロセス、あるいは何らかの事情でそれが果たせなか

った場合に、それで被害を受けた方たちがちゃんと異議を申し立てられる制度を作る。ア

フターケアまで作る。そうした部分を確立することのほうがより合理的。合理的というの

は何かと言えば、世銀のガイドラインの中ではそういうふうな組み立てになっているとい

う点で、ここのところは、私たちとしては、今ご説明を受けたのですが、あまり明確な改

訂ニーズは感じるに至っていないというのが正直な感想です。 

 

【FoE Japan 波多江さん】 

 NEXI さんがおっしゃるように、非常に細かい点であるということはこちらも重々承知

の上でこの提言を上げさせていただいています。というのはこうした細かい点が非常に重

要であると思っているからです。今、神崎が申し上げたように、この場合の例えば補償移

転合意の中で２種類あるのかなと思うのは、一つは個々人にかかわる個々人だけのもの、

例えば土地の補償とか、家屋の補償で、鉄パイプが何本あるとか、いろいろと査定してい

くわけです。そういう場合にはたぶんインベントリーのようなペーパーが用意されて、あ

なたの家にはこれが何本あるからいくらいくらもらえますというようなものは、やはり個

人に渡されるべきだと思います。 

 そういうものが渡されていない。それから額がはっきり自分たちに伝えられていなかっ

たりするがために、後々に補償が減額されていたというような話が出てきて、特にガバナ

ンスに問題がある国では、例えば汚職などが発生していますので、政府関係者がまた汚職

を働いたんだというようなことで、実施主体者などへの不信感にもつながっていくわけで

す。これは移転政策の全体にかかわってくることだと思うのですが、生計回復の支援策の

プログラムをやろうとしても、ここで実施主体と住民とのあいだの信頼関係がだんだん崩
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れていく。その中で生計支援策もうまくいかなくなるということが、実際のプロジェクト

をいくつか見ていてよく起こっていることです。多く起こっているというのはまた根拠が

ないと言われるかもしれませんが、実際に JBIC さんの案件では、私が見ている３件ある

ものはすべてそうですし、そういったことを防ぐためにも、こうした細々としたところが

必要だと思っています。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 貴重なご意見をありがとうございました。ここのところで、別に細かいと言っているわ

けでもないし、３項の事例がそうだから 100が全部そうだという説明は、ご自身でも言わ

れているように説得力はありません。それは実施状況確認の中で見ていけばよくて、その

三つが非常に問題があれば取り扱いますけれども、３個がそうだから全部そうだと言うの

はちょっと乱暴だと思います。 

 もちろんそのご指摘は貴重ですから受け止めますけれども、そう言われても、私が言っ

ていることと全然違うところをおっしゃっているわけで、ここで最初に提案の趣旨を、皆

さんで出されたのだったら、NGO の皆さんは、最初からある提案ですから、これでよく

詰められたらよいと思うのですが、理解のところが大事で、その手法としての合意文書の

取り交わしという話で聞いてきたわけです。そういうものだと思って審査してきている。 

 これはメコン・ウォッチさんしか書いてないから、メコン・ウォッチさんは他の皆さん

と考えが違うのかもしれないけれども、それは検討すると言っているわけです。合意文書

の取り交わしというところは唯一絶対の方法なのかと聞かれて、そうではないと言ってい

る人もいるし、私たちは現実にそうではないと思っている。合意文書を取り交わさなくて

よいとはひと言も言っていません。ちゃんと見ると言っているわけですから、そこのとこ

ろで政府の信頼関係とか全然違うところを言われても、改訂ニーズには届かないわけです。

もう議論を詰めてやっているわけだから、私たちは今日ポイントを出すと言って議論を始

めている。ここの部分はどうなのだということで聞いて、それが合理的であれば、ちゃん

と 20-2みたいに成り立つわけです。 

 そこで違う話をされても、的がずれてしまっているから引き取れない。それをどう思い
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ますかと聞かれたら、残念ながら「どうですかね」としか答えられない。ガイドラインの

改訂のための話をしているわけですから、１個１個の事案ができた、できないというとこ

ろで議論されても、それは次々回ぐらいに JBIC さんの報告があった際に、これまでやっ

た案件のフォローアップは行うと言っているわけですから、そこの中でちゃんと議論して

いっていただければと思います。ご意見としてきちんと承りましたので、他にご意見がな

ければ、次の 20-4に移りたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

【司会】 

 波多江さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 波多江さん】 

 １点だけ補足です。私たちも合意書でなければならないというふうには申し上げていな

いということだけは確認させてください。先ほど申し上げたように、補償の内容がきちん

と確認できるような、例えばインベントリー・ペーパーとかそういった手続きの中で出て

くるものがちゃんと住民に伝わっている、渡されているということが必要であると思って

います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 先ほどから名前が出ているので、私の立場を説明する必要性を感じてしゃべるわけです

が、確かに合意書というものに対する NGOの提言がどこまで正しかったのかというのは、

他の人は違うかもしれませんが、正直言って私はちょっと違和感を感じているところです。

要するに合意書がなぜ重要なのか。私たちはなぜ合意書が重要だと思っているのかという

ことを説明した上で話すべきだと思うのですが、これを私が書かせていただいたのは、合

意書を見れば合意があったということにはならないというところは確かにご指摘のとおり

だと思います。 

 合意書を持ってこいという言い方はやはりちょっと危険なところがあって、事業者に見

せても、「では合意書を持ってくればいいんですね」と言って強引に合意書をもらう。ある
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いは JBIC/NEXIさんが審査をするときに、「じゃあ合意書があるんですから合意したんで

すね」ということになりかねないというのはおっしゃるとおりで、そういう意味では合意

書を合意があったことの極めて重要なメルクマールであるというかたちで取り上げられて

しまうと、それは危険なことではないかと私自身は思っています。 

 一方で、特に資産調査を基本的に個別の補償の際にやると思いますが、こういったもの

についての結果が個別に住民に渡されていないと、その後、住民が自分がいくらもらえる

のか、あるいは資産調査の結果が正しかったのだということのモニタリングができないと

いう意味では、個別に支払われる補償について一定の文書という記録が住民に渡っている

ことは極めて重要だと思っていますし、それがなければ影響を受ける人たちが実際の補償

の支払い、住民移転のプロセスにきちんと参加することができないという意味で、住民が

住民移転のプロセスをきちんとモニタリングする前提として必要な文書なのだろうと思っ

ています。私がここに書かせていただいた趣旨はそういうことです。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。この項目につきまして他にご意見、ご質問等ございますでし

ょうか。 

 よろしいですか。それでは先ほど NEXIさんからご提案がありましたように、次の項目

に移るということでお願いします。 

 

【日本貿易保険 小泉】 

 それでは 20-4 に移らせていただきたいと思います。ここは非自発的住民移転の住民移

転計画で、以下を含む住民移転計画が策定されなければならないということで、17項目の

ご指摘があります。これにつきましては二つご質問の点があります。一つは、JBIC/NEXI

のガイドラインはわりとポリシー的な内容を書くことが多い中で、この 17 項目の細かい

項目を含む部分をどうやって盛り込むことを想定していくかというところです。 

 ２番目としましては、細かいので、世銀の OPと見比べながら、どのことをおっしゃっ

ているのかということをいろいろと見ながら検討したわけですが、中には世銀の OPに含

まれてない項目もあろうかと思われまして、もしそうではない、全部ありますよというこ

とであればご説明願いたいのですが、その点ちょっと違う部分も含まれているな。このへ

んをどう扱おうかなというところが疑問です。このあたりも含めてご説明いただければと
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思います。 

 

【司会】 

 満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 これに関しては私がご説明させていただきます。現行のガイドラインで住民移転基本計

画等、大規模な住民移転を伴う案件については、住民移転基本計画等が策定されていなく

てはならないと規定されています。ただ、ガイドラインのどこを見ても、住民移転基本計

画等なるものが何であるのかということがよくわからないのは、おそらく運用されている

方々も悩みの種なのではなかろうかと感じることがあります。ですからこのような住民移

転計画なり基本計画等が策定されていなくてはならない点については、おそらく別にそれ

ほど意見の相違はないのかなと思っているところです。 

 まず最初の点のどうやって盛り込むかという点ですが、現行の JBIC/NEXI さんのガイ

ドラインの環境アセスメント報告書についての別紙があろうかと思います。今私は JBIC

のガイドラインを見ているところですが、16、17ページにカテゴリーＡ案件のための環境

アセスメント報告書、これは世銀の OP4.01 を準用されているのかと思いますが、こうい

った別表が付いています。 

 その別表の一つ前に、カテゴリーＡに必要な環境アセスメント報告書というページがあ

りまして、以下の項目が満たされていることを原則とするということで、例えばステーク

ホルダーとの協議、あるいはどういうタイミングに協議が行われていることが望ましいか

などが書かれています。15ページのいちばん最後に、環境アセスメント報告書には別表に

示す事項が記述されていることが望ましいということが書かれていまして、その別表につ

ながっているところです。ですから私どものイメージとしては、環境アセスメント報告書

に並ぶ重要な環境社会配慮文書の一つであります住民移転計画についても、このようなか

たちで言及されれば、使う側も非常に利便性が高くなるのではないかと考えました。 

 ２点目の世銀の OP4.12 に盛り込まれていない項目があるではないかという点について

お答えします。これについては、私どもも世銀とか、ADBとか、その他の国際金融機関の

ガイドラインなども参照しつつ、かつ私どものその他の主張、住民移転に係るその他の提

案とか経験に基づきまして、こういう事項が含まれているとよいのではないかというのを
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つらつらと書き出したものです。 

 その中でまず市場価格調査に係る計画、⑦になりますが、ここについては確かに世銀

OP4.12には盛り込まれていないのですが、ただ世銀は市場価格調査は実施していまして、

とかく JBIC、JICAさんのパフォーマンスで、市場価格調査というところがいちばん弱い

点なのかなと私どもは考えまして盛り込ませていただいたところです。例えば ADB には

喪失資産価値評価というような項目がありまして、こういうところで対応しているのかな

と思っています。ただ、最初に言えばよかったのですが、この 17 の項目にすごくこだわ

っているということではありませんで、最低限というか世銀の OP4.12 のレベルの住民移

転計画があれば、それでよろしいのではないかと思っているところです。 

 もう一つが生計維持・向上のための施策（以下生計回復計画）ということが書いてあっ

て、そこもおそらく世銀の移転計画には盛り込まれていないとご指摘だったと思うのです

が、実際問題、世銀の事業における住民移転計画などを参照したところ、生計維持・向上

のための施策は盛り込まれていることが多く、かつ ADB の住民移転計画の項目の中にも

盛り込まれているのかなと考えております。 

 カットオフデートについては、世銀の OP4.12 には盛り込まれていないのかもしれない

ですが、実際問題カットオフデートを定めることはオペレーションとしてはやっています

し、OP4.12の中に、確かどこかに盛り込まれていたと思います。これは IFCのパフォー

マンス・スタンダードのパラ 11、顧客適格者確定のための打ち切り日のような表現でカッ

トオフデートについても書かれていたと思います。 

 最後に被影響住民との協議記録ですが、これについては住民参加協議の方法という項目

でADBなどのポリシーには盛り込まれています。基本的に住民移転計画の考え方ですが、

私どもとしては、まずは住民移転や土地取得に伴う生計の喪失に関する影響の評価が重要

だと考えていまして、プラス緩和のための計画の２点が非常に重要かと思っているところ

です。細部については OP4.12に準じるようなものでもよろしいかと考えております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 満田さん、どうもありがとうございました。非常に説得力があって、もう付け足すこと
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がないのですが、大きく２点おっしゃっていたところで、まずこれをどういうふうに伝え

ていくのかというところで、私たちとしても住民移転計画を作ってくださいと言って、も

うどうせわかっていると思うのであらかじめ言うと、実は NEXIのガイドラインには住民

移転計画自体のワードも入ってないのです。JBIC さんはちゃんと入れていらっしゃるの

ですけれども。そういうこともあって、ここの必要性はもう重々わかっている。あとはど

ういうかたちでというところで、まさにおっしゃったとおりで、今の Annexのかたちがわ

かりがいいのかな。要するに何を作ればいいのですよというところが入っていればよいと

思うので、そこまでご提言いただいてありがとうございました。そこを踏まえて改訂の中

で詰めていこうと思います。 

 後半のところも大きく考えがずれているわけではなくて、私たちが言いたかったのは、

世銀に書いてないからやらなくてもいいということは毛頭思っていない。市場価格調査、

カットオフデート、生計維持の施策、それから協議記録というのは世銀の OP4.12 全体を

見れば、ここの重要性あるいはこう行うべしということが入っていることは私たちも知っ

ています。私たちとしても可能な限りそれに即したかたちのオペレーションがなされるこ

とを確認していくということは間違いない。見ないということはない。 

 ただ、まずどこを守らせていこうかという話があったとおり、まず世銀でこう書いてあ

りますよ。住民移転計画のところで言えば、世銀の OPあるいは IFCのパフォーマンス・

スタンダードというのは、国際基準であると同時に、さまざまな歴史の中で組み立てられ

てきたこの制度の集大成というか、ベストプラクティスなのだと思います。この点におい

ては、世銀で書いてありますよと言うのは、誰にとっても、どの国においても、説得力が

ある。 

 変な言い方ですが、ちょっと違うとか、組み立てが違うという話になると、「これ何？」

というのはあって、同じでないということが説得力を持たないときがある。中身としては

全部入っていたほうがよりよくなるのだけれども、私たちが守れない人たちにお願いする

とか、そういうシチュエーションまで考えると、世銀の OPイコールというところからま

ず始めてみるのかな。個々の事案についてはそれぞれ確認はしていく。市場価格のところ

みたいに他の論点で話しているところもありますし、被影響住民との協議記録も情報公開

等のところで議論させていただいている中で、どういうふうに必要性を踏まえて改訂案の

中に盛り込んでいくのかはちょっと切り離すことになってしまうかもしれませんが、それ

でよろしければ、私たちとしてはかなり満点に近い回答を出したつもりですが、いかがで
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しょうか。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。よろしいですか。では福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 １点だけ細かな突っ込みがあるのですけれども、作成していただいた比較表、私たちの

NGO提言と OP4.12の Annex Aとの比較表の中で１点ちょっと違うのではないかと思っ

ているところがあるので、指摘させてください。生計回復計画については OP4.12 では求

められていないというふうに認識していらっしゃるようにこの表からは読めるのですが、

おそらくそれは誤解だろうと思っています。 

 OP4.12に Annex Aの 11番のところ、皆さんに作っていただいた表だと移転及び補償

の手段と書かれていますが、ここは原文だと OP4.12 のパラグラフ６を見てくださいと書

いてあって、OP4.12 のパラグラフ６には、生計回復に関する計画についても住民移転計

画に含むようにということが書かれていますので、この点についてはちょっと誤解かなと

思います。先ほど満田さんがおっしゃったとおり、世界銀行なり国際機関の移転計画には

必ず生計回復のための方法は含まれていますし、それは私の理解では OP4.12 の要求事項

でもあると考えています。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 たぶんそういう間違いはあるのかな。今すぐにそうなのかというところはないのですが、

おそらく間違っていると思うので、申し訳ありませんでした。そうした点も踏まえて直し

ていこうと思いますので、いろいろ教えてください。失礼します（笑）。 

 

【司会】 

 神崎さん、どうぞ。 
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【FoE Japan 神崎さん】 

 稲川さんが満点に近い回答を出してくださったので聞くまでもないのかもしれませんが、

ちょっとこだわって申し訳ないのですが、これまで項目に沿っては OP4.12 に沿ってどの

ような対応をされてきたかというご紹介をいただけますでしょうか。 

 

【司会】 

 JBICのほうからお願いできますか。 

 

【国際協力銀行 松田】 

 住民移転計画についても、まず大規模な住民移転については計画を作るということにな

っていますので、計画ができているかどうかを確認します。できていれば、もちろんその

内容について確認をするということです。ただ、当該国の法制度によっては、住民移転計

画という名称が違う場合もありますけれども、そういう場合でも、その中身については世

銀の OPを参照しながら、その中で必要なものが盛り込まれているかどうか、その内容に

ついて確認していくということをやっています。項目に沿って確認をするようなかたちに

しています。 

 

【FoE Japan 波多江さん】 

 大変細かい点で申し訳ないのですが、１点だけ、カットオフデートについて線が引いて

あったのは、世銀の OP4.12の Annexに入ってないというご理解なのかなと思ったのです

が、実際に Annex Aのパラ９のいちばん最後に including relevant cut-off date(s)と書い

てあるので、おそらくこれも一応世銀のほうにも含まれているので重要な情報としてぜひ

JBIC さん、NEXI さんのガイドラインにも含めていただければと思います。よろしくお

願いします。 

 

【日本貿易保険 小泉】 

 その点につきましては、先ほどの点も含めてもう一回よく読み直して確認させていただ

きます。 

 

 

 26



【司会】 

 ありがとうございます。その他にご質問、ご意見等ございますでしょうか。 

 

【日本貿易保険 小泉】 

 では 20-5 に移らせていただきたいと思います。情報公開と協議ということで、住民移

転は以下の要件を満たすということと、要件を満たすべく、融資／保険契約など法的合意

を通じて文書の公開・配布が確保されるというご指摘でして、この点について前回の私ど

ものコメントでは、世銀に沿ってかなり詳しく細かい点もご指摘いただいているな。悪い

言葉で言えば、箸の上げ下ろしまでのご指摘かなという感想のみ述べさせていただきまし

たが、実は法的合意を通じてというところを考えますと、私どものガイドラインに書いて

あることは、こういうことをなさっているかどうかを拝見しますよということを確認して

いるわけで、それについてやっていなければやりなさいということを融資なり保険契約の

契約書の中身に盛り込むという、世銀のガイドラインよりもさらに一歩突っ込んだような

内容になっているのかなと思います。この点を中心にご説明いただければと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。清水さん、どうぞ。 

 

【FoE Japan 清水さん】  

 ありがとうございます。まずご質問の答えに入る前に、もう少し趣旨説明をさせていた

だきたいと思います。今回の 20-5 ですけれども、主に３点ポイントがありまして、一つ

は RAPのドラフト版の協議と公開、もう一つが RAP最終版の公開、３点目が世帯ごとの

情報提供と大きく分けて三つに分けられるかと思います。 

 １点目のドラフト版の協議と公開につきましては、現在のガイドラインにはこの点につ

いて移転とか生計手段の喪失に係る対策、立案、実施、モニタリングにはコミュニティの

適切な参加が促進されなければならないと書いてありますので、実際にやられていること

なのだろうと思うわけですが、これを実現するためにどのようにガイドラインに書いてい

くかというご提案です。 

 ２点目の最終版の公開ですが、最終版が公開されないと、現地で実際に移転する人、そ

れから補償を受ける人たちが、移転の内容、補償の内容、それからスケジュールといった
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ことが全くわからなくなってしまいますので、現在の JBIC のガイドラインには住民移転

計画の提出ということは書いてあるのですが、公開というところまで書いてありませんの

で、その部分を公開していただきたいというところです。 

 ３点目、情報公開の方法についてですが、これも世銀の政策にも書いてないわけですが、

そういったことをなぜ私たちがここで求めているかといいますと、大きく分けて二つあり

ます。１点目は、住民移転計画書がきちんとしたものになりますと、さらに規模が大きく

なりますと、かなりぶ厚いものになると理解しています。そういった文書を住民の方たち

がきちんと理解するには、読まなくてはいけないのは当然ですが、入手するにあたってコ

ピーをしなければいけないという作業が発生します。それにはコスト、労力、時間等がか

かるので非常に負担が大きい話だと思っている点が一つ。それから公開されていても、実

際に公開されている場所を住民が知っていて、そこに制限なくアクセスできるかというと、

そうではない事例も見てきている。そういう背景から、確実に個別のプロジェクトに関し

てどのような移転補償政策がなされるかということについては、ぜひ世帯ごと、特に最終

版について実施していただければと思っています。 

 ご質問いただいた法的合意のところですが、これは私たちとしても非常に踏み込んだ提

言であるとは理解しています。マストでやるというのは、先ほどの不可逆性の話もありま

すし、難しい部分があるとは理解していますが、できる場合には書くということはあり得

るのではないかと思っています。つまり先ほどの例で言えば、JBIC さんが環境レビュー

をする前に６件中４件が住民移転が終わっていたというお話ですが、その場合、４件につ

いては合意文書で盛り込んでも、ドラフト版は終わって最終版になっているかもしれない

ので難しいかもしれませんけれども、そうではない例えば２件の場合には、盛り込むこと

によって実効性がより出てくるのではないかと考えております。 

 

【司会】 

 福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 法的合意のところだけ補足説明をさせていただきます。この提言自体は若干円借款を意

図して書かれた提言であるというところはあります。というのは多くの場合、円借款の事

業の場合は、実際に環境レビューを行う際には住民移転計画のドラフトがあるという状況
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であることが多いと思っています。融資契約が調印され、詳細設計がなされて、その詳細

設計の結果によって住民移転の内容は、誰が移転するかとか、何人移転するかといったと

ころは変わってきますから、その後で最終版が作られるケースがあると認識しています。 

 このような場合にきちんと最終版が公開されるかどうかが問題になるわけです。最終版

というのは基本的に融資契約後に作られる場合がありますから、最終版の公開を確保する

ためには、実際に JBIC が環境レビューの中で公開するかしないかということを確認する

だけでなく、その後きちんと JBIC がレバレッジを持って公開を確保するために、最終版

あるいは最終版以外にも事業が変更された場合に変更された住民移転計画の公開を LA の

中で、あるいはその付属文書の中で確保していただきたいという趣旨で提案させていただ

いております。 

 話は JBIC/NEXIに戻るのですが、国際金融等業務とか、あるいは NEXIの場合に、一

定の場合にはもうすでに住民移転は終わっているという話はずっとこの場でされていまし

て、その場合にはおそらく住民移転計画は最終版がたぶんどこかにもうすでにあるという

ことはあると思いますので、こういう場合についてまで別に法的合意を何かしろというこ

とではないのかなと思います。 

 一方で LA が締結された後、最終的に住民移転計画がファイナライズされるというケー

スがもしあるようであれば、こういった場合には LA の中で住民移転計画の最終版を提出

してください。それを現地できちんと公開してくださいということを融資契約の中で確保

していただきたいと考えているところです。融資契約は交渉事ですので、先ほど清水さん

がおっしゃいましたが、これを必ずやるようにという規定を設けるのは確かに困難であろ

うということは私も理解しています。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 ご説明ありがとうございました。総論的なところで二つコメントをしたいと思います。

一つは、ここの部分は清水さんがまさにおっしゃったとおり、20-3の議論、それは福田さ

んが言った話で、そこを清水さんが引き取っているわけですが、インフォームド・コンセ

ントということが、NGO さんの提言書を何度も読ませていただいている中で、だんだん
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自分なりに理解が深まる中で、紐付け方が非常に緻密にできている。１回読んでもわから

なかったのですが、縦糸が最近見えてきたという気持ちがあります。影響を受ける方なり

がちゃんと情報を与えられて、最終的に合意に至るという、インフォームド・コンセント

という言葉で一応私は受け取っているのですが、そこを非常に大事にされている。その点

において私どもの現行のガイドラインの自発的住民移転に関する３パラのところは若干淡

白なのかな。世銀の OPとの比較の中で淡白であるなというところは認めます。 

 その上で、私たちのほうにも実は縦糸みたいなものはあって、それは国際基準の中で大

切なものを明確化していこう。適用度合いを強めるとともに、必要に応じてガイドライン

の中で明確にしていこうということ。その点で言うと、ご提案の中の住民移転計画のドラ

フトを公開し、協議を行うという部分と、住民移転計画のところは、今 20-4 で話したと

おり、内容を明確にしていくということで、ここの組み合わせがガイドラインの改訂の中

でできた場合には、現行のガイドラインの中で何を事前に行って、どういうことを伝える

のだということは相当に明確になるのではないかと思っている。そこがまず一つ確保され

ていくのだろうなという点がまず１点目で、ある程度改訂の流れはある。 

 ２点目は、これは逆にご質問というかたちになって、今清水さん、福田さんからも補足

の説明をいただいているわけですが、独自のご提案がある。あるいは新 JBIC/NEXI のポ

ジションからすると、一概には適用が難しいものもちょっと入っています。こうした部分

を端的に言ってしまうと、ガイドラインとは何だと言えば、一律に基本的に例外なく原則

守るべきものをガイドラインに載せるというところがあるので、そこがあるとなかなか拾

いづらい。趣旨はすごくよくわかりました。重要な情報のところはなぜ必要なのだろうと

いうのは、先ほど清水さんに言われて、なるほどなと非常に腑に落ちる説明を受けた。あ

るいは各戸に配るという意味がどういうところから来ているのかがすごくよくわかりまし

た。今頃気がついても遅いかもしれませんが、よくわかった。でも、やはりそこに限界が

ある。 

 ではどうしようかといったときに、端的に言えば、扱い方として、私たちの中でも今後、

実施状況確認とかいろいろなものを踏まえる中で、はっきり言ってしまえばガイドライン

の中に書くのは無理っぽい。守れないかもしれないものを書くわけにはいかないから。た

だ、どこかで位置づけていく。あるいはプラクティスとして気をつけていく。 

 今日、前半でも神崎さんとか波多江さんのご意見があったのですが、ちょっと言うと、

実施状況確認はどういう結果が来るか私たちも知らないのですが、何かが守れていないか
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ら、ではガイドラインで決めるのかというところに若干乱暴なものを感じているわけです。

それは普通に道交法などを考えても、例えば１回無免許運転をやってしまいました。では

無免許をやった人には免許を一生渡さないとか、死刑とかいうことにはならないわけです。

運用でまず気をつけましょう。PDCAとか ISOはみんなそうなっているのです。 

 基本的には運用の中で改善されればそこはカバーできる。例えば 100件取って 100件全

部だめだったら、それは何か直さなければいけないというのはあるし、程度のひどいもの

だったら、最近だと飲酒運転みたいに、すごく刑が重くなった。そういうものもあるのだ

けれども、程度問題だというところで言うと、ここの部分もどこまでガイドラインでない

ところ拾うのか。ガイドラインでないというのは FAQ とか、チェックリストなどで拾っ

ていくのか。あるいは本当に今まであったことを反省しつつ、運用で今後同じようなこと

がないように気をつけますというところで終わるのか。そこは程度問題だというのは、こ

れからの議論の中で少し切り分けて進めていったらよいのかな。 

 そこがわからないと、私たちも、そこは直せませんよとか、その例示では不十分ですと

か、言いたくないことを言わなければいけなくなってしまうので、清水さん、福田さんの

ところは、いい意見があったところの合わせとして、そのへんをどういうふうに直してい

くのかという程度のところはお互いに勘案しながら発言していきませんかというところで

どうでしょうか。今のところは、具体的にこういう直し方があるというのは、ここはこれ

でよいのかなと思うのですが、それ以降の進め方の中でも、会場の皆様もそういうところ

は踏まえて進んだほうが、より効率的で実りのあるものになるのではないかという気がし

ています。 

 

【宮渕さん】 

 ちょうど 60 歳を迎えましたので、フリーの立場でお話しさせていただきます。今お話

のあった件で、実は住民移転に当該国の政府が関係する場合があります。その場合にはか

なりややこしい。今言った議論は大変理想的な話をされているように思います。そういっ

た場合には大変難しいので、ぜひ JBIC/NEXI さんもそのあたりのケースも踏まえてガイ

ドラインを検討していただきたいと思います。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 この項目に関しては、おそらく大きく分けて、コミュニティとのエンゲージメントとデ
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ィスクロージャーのリクワイアメント、要は情報公開をどうするかということと、情報を

どういうふうに住民に伝えてコミュニケーションしていくかという二つがあると思うので

すが、コミュニティとの関わり方という点では、確かにおっしゃるとおり細かいという点

は私たちも理解できるのですが、ディスクロージャーの点は１点確認したいのですが、

JBIC さん、NEXI さんとして、住民移転計画書のドラフト、それから住民移転計画書を

現地の実施主体が公開するという点に関しては特に異論はないという理解でよろしいので

しょうか。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 情報を公開していくということ自体について、世銀の OPに即したかたちの中ではよい

のだと思います。あとはまとめて言ってしまえば程度問題、頻度とかそのへんは原則世銀

に則してぐらいではないのか。結局事後のものが多いというところに逃げるつもりはない

けれども、そこはあまり詰めても、意味がないとは言わないけれども、あまり効力が出て

こないということがあります。 

 また宮渕さんから話があったように、例えば政府系の案件は NEXIであるのかという質

問もあるのですが、国によっては、けっこう少なからぬ国だと思うのですが、土地の収用

は政府が行うことが原則になっている国も多数あって、上物を作る事業者としてはそこは

もうアンタッチャブルみたいになってしまっているところもありますので、そこに逃げる

つもりもないけれども、今の議論にリンクさせるならば、あまり詰めても、そこは空条文

になってしまうのかなというところはあります。 

 

【司会】 

 波多江さん、どうぞ。 

 

【FoE Japan 波多江さん】 

 当該国政府が補償にかかわるということですが、例えば IFCさんのパフォーマンス・ス

タンダード５のパラ 22～25 までは、例えば一括して政府が管理する移転における民間セ
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クターの責任ということで書いてあるわけです。そこには、例えば政府の能力が限られて

いる場合には民間セクターのほうから積極的な役割を果たして移転計画の立案、実施、モ

ニタリングにかかわっていくとか、同じようなことですが、政府のほうでやったものが要

件を満たさない場合には政府の行動を補う手続きを民間セクターが策定するとかいったこ

とが書いてあるわけです。文言にどういうふうに盛り込むかということでご参考までにと

思いましてご紹介しました。 

 実際に JBICさんの案件とか NEXIさんの案件で、実際に当該国の政府の補償能力が非

常に限られているという場面で、生計回復支援とか補償の支払いの促進とか、日本企業の

方が積極的にかかわっている事業はわりとあるのではないかと思うので、できることなの

ではないかと NGOのほうでは思っています。 

 

【宮渕さん】 

 IFC のパフォーマンス・スタンダードにいろいろ書かれていることは存じております。

ただ、IFCも、ワールドバンクも、そもそもの目的が貧困軽減、あるいは生活レベルの向

上ということですので、かなり突っ込んだところまでいろいろなことをやらないと、その

目的が達成できないというところが確かにあります。そういった意味でワールドバンクの

基準は、ある程度貧困撲滅を考えた上での理想的な姿であろうと私は思っています。一方、

JBIC さんとか NEXI さんはそういう目的ではないので、そのあたりについてはもう少し

フレキシブルに考えてもよいのではないかと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 そろそろここのパートは終わりだと思うのですが、私は自分自身が立派な人間ではない

ので、どこかの国を指して劣っているとか、腐っているとか言うのは難しいと思います。

実際に実業をやっている方だったら、あなたのところは能力がないからとか言うことは…

…。私は実業とはちょっと違いますから、それは違う、私は堂々と言っていますよという

のだったらおっしゃってください。そういうことは国際金融機関ならではの、お金を全部

貸すラスト・リゾートだからこそ言えるのであって、そのへんは立場とか、あるいは誰か
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が劣っているということを面と向かって言うというあたりは、ちょっと考えなければいけ

ないのかな。 

 もちろん日本企業はそういう構えではなくて、パートナーシップを持ってやっていらっ

しゃるというのはあると思いますが、その中で私たちがガイドラインで判断していく中で、

劣っているというところで、ここはこうやりなさいと言うのはまた別の次元の話なのかな。

このへんは実業をやっている中では、人間としての感性とかそういうところでずいぶんご

苦労されている。機械みたいにはなかなか割り切れないけれども、間違ったことはしてい

らっしゃらないと思います。そのへんは、波多江さんのご指摘のところは皆さんちゃんと

踏まえてやられているのではないかと思います。 

 特に他になければ、次の論点に移らせていただいてよろしいでしょうか。 

 

【司会】 

 よろしいでしょうか。 

 それでは 20-6をお願いいたします。 

 

【日本貿易保険 小泉】 

 20-6は苦情処理メカニズムです。地域住民からの苦情を受け付け、対処を行うメカニズ

ムが設置されていなければいけない。かつそのメカニズムはプロジェクト実施主体から独

立していることが望ましい。メカニズムの必要性と実施主体からの独立というところがポ

イントかと思います。独立していることが望ましいというところにつきましては、世銀規

定に独立を規定しているのかどうかというところをまず教えていただければと思います。 

 もし独立していることが望ましいという場合に、苦情を受け付けて、それに対処をして

いくということが、独立していてどういうかたちで対応をしていくのかというところがや

や難しいのかなと思いますが、その点についてもご意見をうかがえればと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。福田さん、お願いします。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 苦情処理メカニズムについても、おそらくそういうものが設置されていることが、住民
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移転のプロセスの中で、住民がかかえるさまざまな問題の解決のために極めて必要なやり

方であるという点、あるいは世界銀行や他の融資機関の規定にもこうしたものが盛り込ま

れているということについては、特段異論はないと思います。独立していることが望まし

いというポイントについては、世界銀行の OP4.12 には含まれていないと私も認識してい

ます。ここで望ましいと書かれているのはそういう背景があるので、これは望ましいとい

うかたちで提言させていただいているというのはあります。 

 独立していてどういう実効性があるのだというお尋ねをいただいたと思うのですが、こ

れはなかなか難しいバランスだと思います。異議申し立てを実際にプロジェクトの実施主

体が受けるということになりますと、プロジェクト実施主体にしてみれば、「すでに住民と

のあいだでは話をしてもう解決したんだ。何をまた言っているんだ」ということになると

いうことは重々あり得ると思うので、そこに実施主体とは異なる利害関係、あるいは立場

を持つ第三者が、住民からの意見を受けて、それを実施主体に対して一定の勧告なり意見

をするというかたちにおそらくなると思いますが、そういうかたちでプロジェクト実施主

体に対して他の立場から住民のかかえる問題についてコメントすることができる立場の人

がいるということは非常に重要なことではないかと思っております。 

 

【司会】 

 稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 ご説明ありがとうございました。中立性があることが望ましいというところに妙にハイ

ライトがあたってしまった感じになっているのですが、まず苦情処理メカニズムをどうい

うふうにガイドラインの中で位置づけていくのかということだと思います。ここには大き

な考え方の開きはなくて、ずっと住民参加というところが縦軸としてある中で、それを裏

打ちする制度としての重要性はわかっている。今のガイドラインの規定の文章を読んでい

く中で、おさまりをどうやってつけようか。独立させるのがよいのか、どこかで沿わせる

のがよいのか、ちょっとわかりづらいので、ここはまだクリアではないのですが、よく勉

強させてください。 

 中立性のところは、もうわかりましたというか、端的に言えば、福田さんが書かれてい

る中でも、司法制度とかそういうもの自体が不十分な国があって、むしろ実効性という点
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では、そういう国ではどうやって作っても誰かに偏ってしまう。日本みたいに立派な国だ

ったら、有識者委員会などを作って、それぞれの立場の人をイーブンに集めると公平な判

断ができるという民度の高い国もあるわけですが、司法制度もない国は民度が低いかもし

れないので、そうするとそういうものはないものねだりになってしまうのかな。作れと言

われてしまった事業主体とかお客様は困ってしまうので、なかなか難しいのではないか。 

 望ましいというと、それができそうな国には司法制度があります。仮に司法制度があま

りできていない国があると言うのは、先ほども言ったように、そういうふうに人様のこと

を言うのは僕はあまり好きではないので、そういう国はあまりないとは思うけれども、そ

れだったらたぶん中立委員会も作れないのだろうな。後半は取り入れ方として非常に難し

いというかたちでコメントしておきたいです。それ以上私たちは今ポジション上言える答

えはないので、よろしければ次に進みたいと思うのですが。 

 

【司会】 

 今のポイントについて何か他にございますか。 

 よろしいですか。それでは 20-7をお願いします。 

 

【日本貿易保険 小泉】 

 20-7です。社会的弱者に対する特別な配慮。非自発的住民移転にあたっては、社会的弱

者に対し特別な配慮がなされなければならないというご指摘ですが、JBIC/NEXI のガイ

ドラインにおきましては、JBICの第２部の１の社会的合意及び社会影響のほうで、女性、

子ども、老人、貧困層、少数民族等社会的な弱者については、一般にさまざまな環境影響

や社会的影響を受けやすい一方で、社会における意思決定プロセスへのアクセスが弱いこ

とに留意し、適切な配慮がなされていなければならないと書いていまして、これに加えて

この非自発的住民移転のところで追加の規定をするべしというご指摘なのか、あるいはそ

こに書いてあるのであれば議論の必要はないとおっしゃっていただけるか、どちらでしょ

うか。 

 

【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 提案の内容がわかりにくくてすみません。ガイドラインの中に、協議の中で社会的弱者

について配慮をするということが書かれているのは承知しております。そのことと非自発
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的住民移転の中で特別な配慮がなされなければいけないというのは、違う面もあるのだろ

うなと思っています。社会的合意の形成の中で特別な配慮をしなければいけないというの

は、例えば男性優位の社会の中で女性が公の場では話ができないとかいう場合に、女性だ

け集めるということが可能なのかどうかわかりませんが、何らかのかたちで、例えば NGO

を使うとかで女性の意見をファシリテートして集めるとかいうことがあると思うのですが、

そういうこととは別に、ここで非自発的住民移転の中で社会的弱者に対する特別な配慮と

いったのは、結局補償のやり方の基準の問題だと思います。 

 先ほど政府がかかわる場合も多いという議論があったのですが、政府の場合は、建前と

して移転する人を平等に扱わなければいけないということになる。政府でなくても、それ

はそうなのだろうと思います。ただし、もともと社会的弱者と言われるようなグループに

ある人については、ある程度一定の合理的な配慮をする。普通の人と違った補償のやり方

をするということがむしろ公平だという場合があると思います。例えば障害者に対する補

償とか、もともと差別されている少数民族とか。補償の内容を形式的に全部同じにするの

が平等だと言われる場合もあるので、そういう合理的な配慮をすることも必要なのだとい

うことを基準として盛り込んでおくほうが事案に即した解決をするのによいのではないか

というのが提案の趣旨です。ご質問に対する答えになっているかどうかわかりませんが、

一応質問に対する答えとしてはそういったことになります。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 鈴木さん、ご説明どうもありがとうございました。お気持ちとしてはわかりますし、私

たちが弱者への配慮というところを１項目設けている趣旨もそこにあります。ところが、

残念ながら住民移転のところにそれを盛り込めるかというと、私は違うと思います。つま

り住民移転のところにおける補償という観点から見たときには、補償、土地・財産という

ところにおいては、その財産が評価されるものであって、同じ土地なのだけれども、だん

なさんが持っているとき、奥さんが持っているとき、じいちゃんが持っているとき、子ど

もが持っているときそれぞれで価格が違うというのはまずいでしょう。そこは財物で評価

するべきであって、個人で評価するところではない。 
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 むしろ施策ということで言えば、例えば移転したときに学校があるとか、女性の集会所

があるとか、少数民族とか先住民がいるのであれば、彼ら固有のコミュニティプレイスと

か教会などが持たれる。マジョリティとマイノリティで、マジョリティにしか固有の祈り

の場がないというのはおかしいでしょうし、貧困層であれば、貧困層の人たちも立ち直れ

るようなものは決めなければいけない。ただ、それは個々の施策であって、財産的な補償

というところから見たらそれはないのかな。個別の補償について言えば、それはもう多様

で、ここで一律に書いてしまうとどうなのか。ここの上の項目だけだと、そこまでは読み

取れないところもあるのですが、意思決定プロセスへのアクセスという中で、こういう人

たちの意見も聞いたかたちで住民移転計画ができているというところは努めて確認してい

ます。 

 この上の文章が読みづらければ、そこのところは少し検討はしますが、基本的には現行

の中で私たちとしてはそこは見ている。特段の配慮と書いてしまって、特段の配慮とは何

かとか、できなかったらどうなるのとか、今日は他にそこも議論するのですが、少数民族

などに対してどういう施策をするのか。その国の政治体制や文化、歴史とかかわっていま

すから、そこを一律に特段の配慮といって切ってしまうのは……。あるいは私は実際に、

「女性だけ別の集会で住民の意思決定をやったよ」。それを教えてくれるのは男性たちだけ

で、女性の意見を、あいつらこうだったよと言っているので、本当かなと思ったけれども、

会わせてくれないのでわからない。ただ、それがよい方法だとは一緒に行った他の国の

ECAの人も言っていたし、合理的だなと私は思ったのですが、そういった個々の事情によ

って特段の配慮というのは違うと思うのです。僕はそこはびっくりしたわけです。 

 そういうことをやっている活動家の人たちで、女性を入れろ入れろとよく言う方たちが

います。それがいつも正解みたいに思っているけれども、そうではなくて、分けることが

正解だということもあるわけです。全く別なアプローチだけれども、どっちも正しい。そ

れはその場所、その国、そのコミュニティの中で判断することなので、特段のと言ってし

まえば、確かにそういうものを全部包括してなのだけれども、それを見定めるのはなかな

か難しいのかな。特に外形的には判断できないのかな。そういう意味では規定化していく

ことは難しいのではないか。趣旨はすごく共感するのですが。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。鈴木さん、どうぞ。 
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【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 確かに特段の配慮の中身がよくわからないというのはあります。なぜよくわからないか

というと、ケースによってそれぞれバラバラで、一律には言いにくいというところがある

からだと思います。だからこういう曖昧な表現にしているという面もあります。ではそう

いうのを規定することが意味がないかというと、そういうこともなくて、協議の問題だけ

ではなくて、補償という言い方がちょっとまずかったのですが、例えば生計支援策とか、

その他の支援策の中での配慮などが必要なのだろう。 

 今の JBIC さんのチェックリストを見ても、協議のところにも少数者への配慮というの

が入っていて、住民移転のところにも少数者への配慮というのが書いてある。だからやっ

てるんだというお話になるのかもしれませんが、協議とか参加の過程での配慮というだけ

ではなく、その他の支援策の内容面にも配慮がかかわるんだということがわかるようにし

ていただけたらと思っているところです。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 今おっしゃったところで、私たちもそんなに偉そうなことは言えなくて、私たちの規定

も適切な配慮などと書いているし、住民移転のところも比較的形容詞形というか、ぼかし

たところはあるのですが、そこは逃げているわけではなくて、なるべくバスケットを大き

くして、なるべく個々の事案に即して適切なことが拾えるようなというつもりでやってい

る。だからチェックリストの中では書いてある。 

 そこのところはチェックリストに書いてあるのだからガイドラインにも書いたほうがい

いのではないかというところもある一方で、構成の仕方としては、先ほどから何度か触れ

ているのですが、ガイドラインの中では絶対に守らなくてはいけないこと、それから比較

的バスケットで大きく、なるべく多くの事案や方々がフォローできるようなかたちにして

おいて、チェックリストとか FAQ などのところで詰めたかたちでやっていくというアプ

ローチですので、今のところはむしろガイドラインではちょっとはっきりしていない。そ

こ単体で見るとそうなのですが、私たちチェッカーの側からすれば、チェックリストの中

で非自発的住民移転に係る社会的弱者への配慮というところは見ていますよということで、
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逆に詰めてちゃんと見ていますよ。ぼかしていませんよというつもりがあるので、今の中

でおおむね対応できるのではないかと思っております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。他にご意見、コメント、ご質問等ございますでしょうか。 

 よろしいでしょうか。はい、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 小泉】 

 特に追加がないようでしたら、約 50分予定よりも遅くなりましたが、20の一連の項目

は終わらせていただきます。ありがとうございました。 

 

【司会】 

 順番からいきますと次は 15番ということでしょうか。 

 現在、ちょうど予定の時間の半分ぐらいでして、きりがいいところですから、皆さんに

もし合意いただけるようであれば、ここで休憩を取らせていただくことを提案させていた

だきたいのですが、いかがでしょうか。 

 それでは休憩をさせていただきたいと思います。また 40 分から開始させていただけれ

ばと思います。 

 

（休憩） 

 

【司会】 

 それではそろそろ時間になりますので、ご着席いただきまして、再開させていただけれ

ばと思いますが、お願いいたします。 

 それではただいまから議論を再開させていただきたいと思います。冒頭に皆さんに合意

していただきましたように、次は論点 15、原材料調達の影響というところです。これにつ

きまして、まず NEXIからポイントのご説明等お願いできればと思います。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 先ほどのお話に従いまして 15、16、17 はひとまとまりと申しますか、お互い少し関連
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しているところもありますので、続けてやってしまいたいと思います。ただ、15、16、17

というのは個別の話ですので、そのつど番号ごとに区切ってやらせていただければと思っ

ております。 

 最初に藤平さんからお話がありましたが、各論点だいたい 15 分ぐらいということでは

あったのですが、予想どおりというか、少し時間もかかってきていますので、なるべくス

ピードアップを図りながらやっていきたいと思っております。その趣旨から、この提案の

背景などはもういろいろご提案をいただいておりまして、私どもももう理解はさせていた

だいております。参加されている皆様も理解されていると思いますので、まず我々から、

これを検討するにあたってのポイントということで、どういったところがポイントなのか

を申し上げたいと思っておりますので、そのポイントに回答していただけるというかコメ

ントを付すかたちで提案の背景なり何なりを織り込んでいただければよろしいのかなと思

っております。 

 まず最初の論点 15、原材料調達の影響です。これに関しましては原材料の調達を通じた

環境社会配慮の影響についての記述をガイドラインに盛り込むというご提案です。まずこ

れに関して JBIC/NEXI の現時点での認識ということで申し上げさせていただきますと、

今の時点では十分な改訂ニーズを認識するには至っていないということになります。具体

的な理由を申し上げた後に、これを検討するにあたってのポイントは二つあるのかなと思

っていますが、そのへんをコメントいただければと思っております。 

 まず私どもがそう考えている理由ですが、現行の JBIC/NEXI のガイドラインは、お配

りしています表の 19 ページの原材料の影響というところの左の表の下にもありますが、

対象プロジェクトに求められる環境社会配慮影響において、調査・検討すべき影響は、プ

ロジェクトの直接的、即時的な影響のみならず、合理的と考えられる範囲内で、派生的・

二次的な影響、累積的影響も含むということで書いてあります。 

 プロジェクトの影響というのは非常に多様だということがありまして、原料の調達以外

にもプロジェクトの特性に応じて多様な派生的・二次的な累積的影響があるということで、

そういったものを環境社会配慮の対象にするという規定になっていまして、この規定自体

がこのご提案の趣旨を含めたものでして、むしろ幅広い対応をしているのではないかとい

うところです。 

 こういったところを踏まえて、２点ほどポイントとして挙げさせていただければと思う

のですが、１点目は、多様な派生的・二次的な累積的影響がある中で、原材料の調達のみ
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を特記していく理由は何かというところです。このテキストの１番目の検討ポイントのと

ころと同じ趣旨ですが、そういったところをコメントいただければというところです。 

 もう１点ですが、原材料の調達も非常に多様なものがあると我々は認識しておりまして、

例えば原材料供給の相手先はもしかしたら１社に限らず、たぶん通常のビジネスの世界だ

と、リスクを分散するという観点から、複数社にまたがったり、あるいは毎年変わったり

ということもあるのではないかと考えています。また原材料といっても非常に多様なわけ

ですが、こういった点をもって、こういったことがあるのですが、そのようなところで原

材料の調達という点で一律に規定してしまう理由はどういうものでしょうかというところ

で、提案者の方あるいは他の方からもコメント等をいただければと思っております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 今、二つお尋ねがあったわけですが、まず原材料のみの理由を特記する理由は何かとい

うことについてです。確かに JBIC ガイドラインは派生的・二次的な累積的影響を含むと

いうような非常に幅広い規定でして、すべてを非常に多様な事業の影響を含み得るであろ

うということはそのとおりでして、この中に特に派生的影響の中に原材料調達に関する影

響も含まれるのかなと私も思っております。一方で、それだけ幅広い規定なので、重要な

項目であれば、例えばというかたちで例示するほうがわかりやすいということも事実なの

かなと思っています。 

 原材料の調達を私どもが重要だと考えた理由は、えてして原材料の調達に関する影響が

見落とされがちであるという問題認識にあります。事業が必要とする原材料の採取、とり

わけ自然資源の採取にあたって、非常に大規模な環境破壊、地元との紛争が生じるような

ケースも多々あると認識していまして、それが私たちがこれを提案させていただいた理由

となっています。 

 もちろん JBIC/NEXI さんは二次的・派生的影響を見られていることとは思いますが、

私たちが知っている限られた事業の中で、例えばカテゴリー分類などを拝見するに、原材

料の調達という意味では非常にリスクが高いのではなかろうかと思われるような案件がカ

テゴリーＣとなっているケースもありまして、どこまでここらへんを見ておられるのかは
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若干不明かなと考えておりまして、こうした提案をさせていただいた次第です。 

 ２番目の多様な調達先がある中でどのように見るのかというのも全くおっしゃるとおり

で、私たちが例えば木材の関係でサプライチェーンを通じた木材の持続可能性の確保とい

うことを企業さんなどに働きかけていくようなときに、それが一番論争になるというか悩

ましいところだと思っています。 

 あくまで私たちがこれを提案させていただいているのは、事業と原材料の調達が明確に

リンクしている場合です。明らかに原材料の調達先がその事業のプラントなりのそばにあ

って、ある原材料調達先とそのプラントの関係がすでに事業の計画の中に含まれているよ

うなとき、つまり特定が可能なときかなとは考えています。もちろんそれだけにとどまら

ず、なるべくサプライチェーンを通じたこうした環境社会影響は見ていただきたいとは考

えているのですが、あくまで合理的な範囲という現在の現行ガイドラインの規定の中に盛

り込まれるべきことかなと考えております。 

 

【司会】 

 NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 満田さん、どうもありがとうございました。２点に関しまして的確にご回答いただいた

のではないかと思います。まず簡単なほうの２点目のほうから。合理的な範囲でと私ども

のガイドラインに書いてあるのですが、満田さんがおっしゃったように、すぐ隣にあって、

明らかにそのプラントと関係がある場合というのは非常にわかりやすい場合だと思います

が、実際のプラントにおいてはいろいろ複雑な場合があって、一概には書けないところも

あって、私どものガイドラインの中では合理的にという言葉を使っているということにな

るかと思います。そういう意味で、満田さんの合理的な場合にという趣旨に関しては、ご

理解というかご賛同いただいているのかなと理解いたします。 

 最初のほうのコメントに関してですが、おっしゃるとおり原材料の調達というのはプロ

ジェクトに関連する影響の中で重要な項目の一つだと認識はしております。ただ、あるプ

ラント、あるいは何かプロジェクトをやろうとしたときに、決してその影響はそれだけで

はないというのが通常ありまして、例えばの話ですが、何かプラントをつくるというとき、

そのプラントは一般には必ずと言っていいほど水を使うのですが、ではその水はいったい
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どこから取ってくるのか。 

 例えば近くに川があって、川から取ってきます。川から取ってきたときに、その川の流

水量は十分なのか。また１年を通じて水位が枯れてしまったりしないのか。その川の生物

はどうなっているのか。あるいは下流で生活している人はどうなのかとか、いろいろな影

響があるわけです。原材料の調達ということ自体ももちろん重要ですが、こちらを書いて、

なぜそちらを書かないのかというところが、どうも合理的な理由を見い出しがたいのかな

と認識しています。 

 もう一つカテゴリー分類に関しての話ですが、そのプロジェクトと一体として管理され

ている場合は、明らかにそこのところはあるのですが、原材料の調達というのは、先ほど

申しましたように非常に多様な場合がある。先ほど申しましたように、１社から買う場合

ではなくて、複数社から、それも不特定のところから、実は毎年変わったりするという場

合があるのではないかと思っています。 

 それを我々を含めて審査をするということになると、我々はいくつ体があっても足りな

いという状況になってしまいまして、実際には我々のお客様というか、プロジェクト実施

者というか保険の申請者の方ですか、そういった方たちが責任を持てる範囲というか、そ

れは合理的な判断の中で決めていくのだと思いますが、そういった範囲の中で考えられて

いくのかなと思っています。そういった面を考慮しながらカテゴリー分類もなされている

と考えております。 

 

【日本環境影響評価学会 風間さん】 

 端的にお尋ねしますけれども、今政府でもグリーン調達をやることになっているのです

が、JBICはグリーン調達に反対なのでしょうか。NEXIの方にお尋ねします。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 JBICさんのことを NEXIがお答えすればよろしいのでしょうか。 

 

【日本環境影響評価学会 風間さん】 

 NEXI の方がおっしゃたわけですよね。そうではないですか。二つの条項について異議

をお唱えになったのですが、私は名前を覚えていないですが。ですから JBIC/NEXI 側と

してグリーン調達に反対なのかどうかだけ言っていただけば結構です。 
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【日本貿易保険 稲川】 

 貴重なご意見をありがとうございます。グリーン調達につきましては、各社その制度の

趣旨を十分踏まえて対応させていただいております。ここの中で私どもはご提案の趣旨に

対してコメントをさせていただいていて、グリーン調達に関しては一切反対という趣旨の

ことは申し上げておりませんので、その点ご理解いただければと思います。ありがとうご

ざいます。 

 

【日本環境影響評価学会 風間さん】 

 これはグリーン調達のことを言っているのではないのですか。表現は違うかもしれない

ですけれども。例えば材木を買うときに、認証を得た材料を買うとか、セメントにしても、

認証を得られたセメントを使うとか、政府ではそういうふうにやっていると思うのですが、

そういうこととは関係ないのですが、グリーン調達とは違う範疇だとお考えですか。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 私どもは今のところご提案者の方のご趣旨の中からそのような点は読み取っておりませ

んが、ご提案者のほうでは、グリーン調達に関して JBIC/NEXI のスタンスをお問い合わ

せになられているということでしたら、別にお答えしますが。 

 

【司会】 

 ではお願いします。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 確かにグリーン調達に関係ある事項だと思っているのですが、JBIC/NEXI さん自体が

買うというよりも、融資、付保先の一種のグリーン調達の政策を問うているのかなという

ふうには理解しています。だから間接的な意味でのグリーン調達なのかなとは思っていま

す。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 満田さん、ご説明ありがとうございました。私どもの理解が足りなくて、満田さんのご

説明からグリーン調達の私どものスタンスを問われていたと理解していなくて、風間さん
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にも申し訳ございませんでした。そのように問われれば、私どもは日本国の制定している、

日本国政府の推進しているグリーン調達制度については、個々の独立行政法人また国際協

力銀行の立場から、これを守るように努めております。 

 他方で、グリーン調達制度は日本国の制度ですので、その他の事業者さんが海外で行わ

れている、あるいは日本国の法人でない事業者さんが行っているものはグリーン調達とは

無関係ということで、ここでまず私どものスタンスをご説明しましたので、以後、田辺さ

んからもご質問があったようですので、グリーン調達とは違う観点のところのご意見をう

かがってさらに議論を進めて、必要があればまたコメントをしたいと思います。どうもあ

りがとうございます。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 先ほどご説明があった例は水の利用ということだったと思うのですが、それは現行のガ

イドラインではおそらく直接的な影響の中に入っていると思われるので、例として適切だ

ったかなというところは若干疑問が生じましたので、もし私の認識と違うようであれば、

またご説明いただきたいと思います。 

 ２点目は、特に原材料調達に関してだけなぜここに間接的影響として入れなくてはいけ

ないのかというポイントだったかと思いますが、仮に間接的影響、二次的影響というとこ

ろで例示なり類型が欲しいということなのか、もしくはこれはそういった例示や類型を示

すことは適切ではないとお考えなのか、そのへんをご説明いただければと思います。 

 

【司会】 

 NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 最初のご質問、水の例ですが、あまり細かい議論ということではないのですが、水を利

用するということ自体も直接的な影響なのですが、例えばその川の影響で下流の影響がど

うなるかということはたぶん二次的な影響なのかなと考えていますので、そういった意味

で例として出させていただいております。 

 例示が必要か否かというところですが、私どもの今のガイドライン、合理的な範囲で、

原料調達だけに限らず、いろいろなところを含んで、いろいろなプロジェクトを扱ってい
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る関係で、包括的な書き方というほうが現時点では好ましいのかなと考えております。決

して例示することが悪いとかいうことではないのですが、現時点で包括的な表現がなされ

ているので、これが十分機能するのではないかと考えているというところです。 

 

【FoE Japan 中澤さん】 

 初めて参加させていただきました。私は森林を担当していまして、ここの部分だけ参加

させていただいております。原材料調達に関してですが、確かにいろいろな会社によって

調達する物品とか原料が非常に多岐にわたる場合には、どれを配慮してどれを配慮しない

かは非常に難しいと思います。例えば紙パルプ産業とか、今後事業が増えてくるかもしれ

ないバイオ燃料とか、あるいは森林林産物とか、そういう部分にかかわるもの、特に大規

模な、大面積な土地を必要とするような原材料生産の部分の原料を主に使用する産業に関

してはやはり特段の配慮が必要だと思います。 

 森林問題に関しては過去もう二十数年議論されてきていまして、最近 10 年ぐらいの話

では違法伐採対策が非常に重要視されている。そういう中で G8 とかいろいろな場でも、

特に政府調達とか民間調達の部分で合法な原材料調達、特に林産物に関して、それから持

続可能な原料に関しての調達を促すような宣言はもう何回も繰り返されてきていますので、

そういった観点からも、JBIC さんも民間に対してそういったことを促していくというの

は非常に有意義なことだと考えております。 

 そういったことをガイドラインに書くのが好ましいのかどうかというところは、私自身

はよくわからない部分もあるのですが、例えば産業別に、セクター別ですか、チェックリ

ストがあると認識しているのですが、そういった中に例えば融資先の企業の調達基準とか、

調達方針とか、社内のそういった配慮がどれぐらいされているのか、ISOの環境管理の中

でどういうふうに位置づけられているのかとか、そういった部分をチェックリストの中で

チェックしていくということもできるのではないかと考えます。 

 

【エンジニアリング振興協会 根本さん】 

 原材料ということで、今なんとなく少しわかってきたところがあるのですが、限定した

ほうがよいのではないかということですが、これを最初読んだら、我々は特にプラント建

設などにかかわってきた者なのですけれども、原材料といったら、小さなボルト・ナット

から、パイプから、大きなものとかいろいろあるわけです。そんなものいちいち審査する
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のかと最初思っていたのですが、そういうことではないのなら、こういう文章はまず必要

ないと思います。すごく誤解されると思います。そんなこといちいち NGO さんの言った

とおりにやらなければいけないのか。もう輸出しないほうがいいということになります。

今までずっと聞いていても、端的に言えば、輸出はもうやめてくださいと言わんばかりの

ことです。ちょっときつい言葉ですが、あまり論争になるような言葉は避けてほしいなと

いうのが感想です。 

 

【司会】 

 ではお隣の方、どうぞ。 

 

【日本プラント協会 長田さん】 

 私も最初この件を見たときに、非常にチャレンジングな内容になりそうだなという印象

を持ちました。ただ、お話をうかがっていますと、どちらかと言うと森林とかそういう自

然関係のほうが中心なのかなというふうにだんだんわかってきたのですが、森林とか木材

とかバイオマスとかそういうものであれば、通常のプロジェクトの範囲内に入ってくると

思いますし、そうであれば EIAを作るときにおそらく対象として入ってきているのではな

いかと思います。その範囲内で現在対応されていると思いますし、おそらく今後もそれで

問題ないのではないかという気はします。 

 原材料というふうに書いてしまいますと、今隣の方がおっしゃったように、非常に広範

囲なところまでイメージが広がってしまって、この先何が起こり得るのだろうかというと

ころまでちょっと心配になるような言葉に私どもは感じるのです。例えば他の ECA など

でこういうことがあって、そういうものについてはだいたいこのくらいの事例があると想

像がつくのですが、もしそういうのをご存じの方がいらっしゃいましたら教えていただけ

ればありがたいと思います。私どもの印象では、この範囲内であれば現状の EIAで対応で

きるのではないかと思うこと、それから原材料という言葉を入れると、無限大の広がりを

持って問題が起こってきそうな印象を私は持ちました。 

 

【司会】 

 ありがとうございます。満田さん、どうぞ。 
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【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 原材料という言葉の使い方があまり適切ではなかったかもしれませんが、他に言い方が

わからず、こういう提案をさせていただいております。趣旨としては、先ほど申し上げた

とおり、自然資源の破壊、地元の紛争が生じるようなケースを想定しております。 

 今、そんなことではビジネスができないというようなご意見もありましたが、おそらく

事業のフィージビリティを考えたときに、原材料の調達をいかに持続可能にしていくのか。

原材料の調達先の自然資源を破壊しないような政策は、一つの長期的なビジネスを見る視

点にもなることがあるのではないかと認識しております。 

 それからお尋ねになりました他の ECA などの政策にはないのかという点ですが、これ

は後の論点で議論になると思いますが、例えば林業などの部門に特化した政策は民間銀行

などでは有しているところはあります。それからサプライチェーンを通じた影響というよ

うな書き方で、私の記憶ですと IFC とか、ECGD か、いくつかの国際金融機関、あるい

は ECAなどで類似の規定はあると認識しております。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 産業界の皆様、あるいは満田さん、また林業にお詳しい皆様からもご意見をいただいて、

非常に話が深まりつつある一方で拡散しつつある。満田さんは最初から通しでという話だ

ったのですが、16番のほうに特化するのだったら林業セクターの問題として取り扱えばい

いと思います。林業セクターを規定している民間銀行、あるいは他の ECG の話があった

のは森林認証を取るという話なので、ここの原材料調達の話とはつながりは別のところに

あって、リンケージが薄いのかなというのが私どもの認識なので、原材料を基本的には私

たちが合理的な範囲で見ているという点については異論はないわけです。 

 満田さんのご提案も、ここの中で結局セクターでハイライトをあてるべきだということ

であるなら、今の産業界の皆さんの意見を踏まえたり、あるいはここで、産業界の方から

ご意見がなかったので、本当にいいですかと聞いてしまいますけれども、私たちが見てい

るのは、結局 EIAに書かれていたら、長田さんが言ったとおり大丈夫だという話なのです

が、EIAに書いてない、端的に言えば事業者が違うところまで、どこまで原材料の調達者

の方あるいは私どもで言えば多様なかたちでかかわるお客様、出資者として、投資する立

場、あるいは輸出入でかかわる場合だってあるわけです。 

 例えば木材合板の加工の機械だけ卸している人が、原材料の輸入者に何か働きかけるの
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かというと、なかなか難しい。理念的にはさまざまな企業が持続可能な社会に向かってア

プローチをしていく。地球の中で資源が今すごく限られてきている。私なども砂糖が上が

って困ったなと思うわけですが、そこまで全部環境ガイドラインの中でおさめられるかは

すごく難しいと思います。マクロの視点は常に持たなければいけないけれども、プロジェ

クトに落としたときにどうなのだろうなというところで、ここの中にセクターを限定して

書いても難しいのかな。 

 残念ながら紙パルプ、バイオ燃料、林業のセクターの案件を扱った実例が他のセクター

との比較において少ないので、一概にできるできないということも、JBIC/NEXI の立場

からは、今言ったご提案の趣旨ができていくのかもなかなか難しいと思いますし、カテゴ

リーの話にしてもわからないわけです。それが入っているかどうかは、事業者の知らない

ところで原材料調達を違う人がやっていればわからないということで、ここはすごく難し

いと思います。 

 むしろ 16、17 番以降の林業の話として、こうした部分の視点も入れていくということ

であれば、議論として詰まった話になっていくのかな。ここのところは、もうちょっと話

をしてもたぶんなかなかうまくはまらないのかな。もし追加の部分がなければ、16番、17

番のところに入っていって、そこの中でフィードバック的にできたらよろしいかなと思う

のですが。勝手なことですけれども。 

 

【司会】 

 満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 他にご意見がなければ、基本的にそれでよろしいかと思うのですが、一つだけ提案させ

ていただきたいのですが。確かに難しいということはよくわかっているのですが、例えば

FAQなりチェックリストの中で、今チェックリストでも一部書き込まれているようですが、

そういった視点からの項目を入れるというのも一つの手かなと考えております。 

 

【司会】 

 今ご提案がありましたように、16 番、17 番の議論の中でこの部分も含めていくという

ことですが、そういうやり方で皆様よろしいでしょうか。 
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【日本環境影響評価学会 風間さん】 

 これはなってみないとわからないのですが、例えば木とか材木に限らないで、例えば石

を使うときに、石の採り方によっては、例えば閃亜鉛鉱が入っているところを掘ってしま

って、そのためにカドミウムが流れ出るということもありますから、ウッドとか森とかに

限定しないほうが、広い意味のグリーン調達として考えたほうがいいと思います。グリー

ン調達というのは日本国内だけの問題ではありませんので、森林認証にしても、日本だけ

でやっているわけではないですから、それをやることが決して長期的にマイナスになると

は私は考えないです。それだけです。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 非常に大切なところをご指摘いただいてありがとうございました。そのためにも私ども

のガイドラインとしてはあえてセクターを限定せずに、派生的・二次的な影響、累積的影

響も含むというふうに書いていまして、まさに風間さんのお考えのところが反映されてい

るのかなということです。さらにそこの中で林業についても議論をしていく。あるいはご

指摘のあった石のところも、採石産業とかそういった点で論点が上がってくれば、こうい

うところも今後議論していく場合もありますので、その際もまた貴重なご意見をいただけ

ればと思います。ありがとうございます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。他にございますでしょうか。 

 よろしいですか。それでは 16番のほうに移らせていただければと思います。では NEXI

からお願いします。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 16番に入らせていただきたいと思います。資料のほうで言いますと 20ページ、16番で

す。ご提案内容は林産業部門における森林認証の取得を奨励・要求する規定をガイドライ

ンに盛り込むということです。まず私どもの森林認証に関しての理解ですが、違法伐採へ
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の注目が高まっているという観点から重要性を認識しているというのは事実です。一方、

当初満田さんからご提案のあった中で、認証の取得は今およそ約２割という点がありまし

た。 

 これを見ると、大多数がまだ認証が取得されていないという状況なのかなと思っていま

す。この状況をどういうふうに見るのかというところがあるのですけれども、私どもとし

てあえて考えているというか予想しているのは、こういった状況の中では当該国法令とか、

あるいは企業の自主的な取り組みがあって、そういったものが機能してうまくやっている

部分もかなりあるのではないかという点があります。 

 もう一つこの点についてですが、森林認証ということ自体、世銀のセーフガードポリシ

ーや IFCにも記載があるということは認識しております。私どものガイドライン全体の改

訂の中で、この国際基準をどうやって扱っていくかという論点がありましたけれども、私

どもは今回の改訂を機会に前向きに取り組んでいくという考え方で臨んでいくということ

になっています。そうしますとこのご提案の趣旨は、IFCや世銀等に含まれていると考え

られますので、趣旨としては、世銀、IFCの取り組みの中で対応できるのかなと考えてい

るところです。 

 以上が我々のこの論点に関しての認識ですが、検討を判断していく上のポイントとして

二つばかり述べさせていただきたいと思っています。国際的な基準ということではなくて、

民間の認証などがいろいろあるのですが、森林認証ということを取り上げて我々のガイド

ラインの中に入れていく必要性とか実効性は何かということになります。先ほど申し上げ

ました、我々自身世銀、IFCへの取り組みを進めていく中でカバーされるのかなと思って

いるのですが、それをやった上でさらに書いていくということに関して、どうなのかなと

いうことをコメントいただければと思います。 

 もう１点ですが、これは調べられなかったというか、素直にご教授いただきたいところ

です。本日、森林認証のプロの方たちがいらっしゃっているので、もしかしたら的確にご

回答いただけるかと思います。森林認証の普及についてですが、地域的に偏在しているの

かどうか。どういうことかと申しますと、森林資源がある地域ではあるけれども、ただ森

林認証が普及していない状況があるのかな。森林認証が定着していなくても、先ほど申し

ましたような当該国の法令とか、あるいは企業の自主的な取り組み等で機能している部分

が少なからずあるのではないかということかなと思っています。 

 先ほどの議論で認証取得率が２割というお話がありましたが、大多数がまだということ
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で、それはいったいどういうふうに管理がなされているのか。まさかそれが全部違法伐採

というわけではないと思ってはいるのですが、そのへんのところをご教授いただければと

思います。 

 

【司会】 

 満田さん、お願いします。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 １点目は森林認証のみを取り上げるのはなぜかというご質問だと思うのですが、この論

点表の②での私どものコメントにも書かせていただいたとおり、確かに世の中にはいろい

ろな認証制度があるということは認識しています。これを取り上げさせていただいたのは、

それだけ森林の減少・劣化が深刻化していること、その背景に森林ガバナンスの問題が非

常に大きいということがあると思います。 

 ２番目として林業経営、林業施業が現地において非常に大きな問題を引き起こすことも

多々あるという認識に基づいています。それから、かなり現実的な問題として、もちろん

漁業認証なども今着実に促進されてきているところですが、森林認証がこの手の資源関係

の管理の認証としては定着して、手法が確立している。機は熟しているということです。 

 最後に日本の立場です。日本は木材、紙原料のかなりの部分を輸入に頼っていまして、

有数の木材資源消費国であるということから提案させていただいております。世銀、IFC、

それぞれにおいて森林認証の規定がありますし、民間銀行においても、いくつか森林認証

に関する規定を持っているところがあると思いますが、日本の公的機関として取り組む意

義は非常に大きいのではないかと考えています。もちろん２番目の質問にありましたとお

り、森林認証を融資、付保のリクワイアメントにするというのは現実的ではないというの

は理解しているのですが、それを奨励するようなことはあり得るのではないかと考えてお

ります。 

 ２番目のお尋ねですが、認証が定着していない地域的な偏在があるかどうかということ

ですか。地域的な偏在というのは後で中澤さんに補足していただきたいのですが、たぶん

あると思われます。ただ一方で、私どもがここで森林認証ということを言わせていただい

たのは、ご質問の最後のほうで、森林認証を取っていなくても、それを補完するような自

主的な取り組みとか制度的なものがあればよいのではないか。この論点表で言う①のポイ
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ントをおっしゃっているのかなと思ったのですが。 

 つまり認証を取っていないからといって即違法伐採とか不適切な伐採ということではな

いのではないかということなのかなと理解したのですが、森林認証の利点は、ある一定の

基準に基づいて第三者機関によって森林の経営の少なくとも合法性、場合によっては持続

可能性まで踏み込んで確認ができる。つまり買う人自ら現場に乗り込んでいって森林の現

場を見なくても、信頼できる認証がされていれば、自動的にそれが確認できるというのが

利点かと思っています。おっしゃるとおりこれをマストとするのはいかにも難しいかとは

思いますが、奨励するような措置は大いにあり得るのではないかと考えています。 

 

【司会】 

 お願いします。 

 

【FoE Japan 中澤さん】 

 地域的偏在ということに関して、あるいは森林認証がまだ普及に限りがあるということ

はまさにおっしゃるとおりで、地域的に言えば温帯林あるいは北方林にかなり限定して認

証が普及しているという現状があります。この課題は、認証制度ができてからもうかれこ

れ十数年たつわけですが、主に森林減少の問題が深刻になっている国は熱帯諸国だという

のは皆さんご案内のとおりだと思いますが、そういったところででは森林認証制度が普及

しないのかということを考えたときに、そこの資源を調達する側、利用する側の森林認証

に対する要求がなかったから。これはいつもニワトリとタマゴの話になるのですが、そう

いったところで熱帯諸国での認証が遅れているという現状もあります。 

 これは先ほどの原材料調達のときにも話しましたが、森林減少の問題は今、気候変動の

文脈でも非常に重要な問題になってきていまして、JBIC さんでも FCPF などの取り組み

をされているところと認識していますが、そういったことからも違法伐採対策という観点

からも、我が国も林野庁でガイドラインを作ってグリーン調達などをやっていますけれど

も、その中ですでに認証制度も一つの手段である。それ以外に独自でチェックをしていく

というのもある。 

 先ほどありましたけれども、確かに認証がなければ全部違法というわけではないのです

が、では何も確認されていないものはすべてオーケーかというと、そうでもないわけでし

て、その中にたくさん違法なものもあるし、森林破壊を引き起こしているものもあります
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し、現地で住民移転を引き起こしているものもあります。そういった部分に関して、やは

り何らかチェックを一歩ずつ引き上げていくということは非常に重要で、それを促してい

くということでも認証を促すということも手段の一つだし、あるいは JBIC さんのチェッ

クリストなどの中で独自に持続可能な森林管理とか原材料調達ということはこういうもの

だということをある程度具体的に書いていくというのも一つの手段だと思います。そうい

ったことを検討していただければ幸いです。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。はい、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 ご説明ありがとうございました。提案のご趣旨と実際の実態をわかりやすくご説明いた

だいたかと思います。私どもも時間の関係等もあっていろいろわからないところもあって、

いろいろお聞きした次第です。 

 森林の問題というのは非常に重要だというところは、たぶん認識として違わないと思っ

ているのですが、冒頭に申し上げましたように、例えば森林のセクターで我々が何かを受

ける場合は、通常我々のカテゴリー分類の中でも、こういったセクターは確かカテゴリー

Ａになるはずだったと思います。こういったところでやっていくときに我々は何を見てい

くかというと、たぶん世銀などを見ていくということになります。そういった中で世銀、

IFCの規定があるというところで、我々自身、それに沿ってやっていくということになる

ので、先ほどおっしゃいましたように、まだ森林の認証自体がまだ十分普及していないと

いう実態はあって、ガイドライン自体にそれを書き込んで守らせるという立場にしてしま

うのはちょっとどうかなというところで若干抵抗があるところです。 

 それから、飛び飛びで、ちょっと虫食い的な意見になってしまうかもしれませんが、先

ほど満田さんがおっしゃっていた利点、調達する側に関して、それを取っていれば安心だ

というところは当然あると思います。ただ、必ずしもそればかりではないかなというとこ

ろがありまして、一般的に言うと、そういった認証を取っているものは高い材料になるの

かなと思っていまして、場合によっては、例えば事業者さんにとっては、ある国に行って、

法令で管理されているもので、認証がなくても、自分たちで確かめに行って、いいという

ことが確認できて、それを調達するほうが安いということもあるのかなと思っていまして、
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そういった意味でも一律規定してしまうのはなかなか難しいものがあるのかなと考えてい

るところです。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。どうぞ。 

 

【FoE Japan 中澤さん】 

 私が JBIC さんのホームページで拝見した限りにおいては、例えばロシア沿海地方での

合板事業とか、ベトナムとかオーストラリアの植林事業とか、ポツポツとあるのですが、

そういったものは必ずしもカテゴリーＡにはなっていない。多くの場合、金額の規模が小

さいとかいう理由でカテゴリーＣになっていると認識しているのですが、そういう部分に

関して、金額がどうしても小さくなってしまうので森林関連の原材料を調達するような産

業はどうもマイナーな扱いになってしまうのかなと思います。そこらへんのところを確認

させていただきたいのですが。 

 

【国際協力銀行 松田】 

 今の点ですが、我々としてはカテゴリー分類をするときにはスクリーニングフォームを

借入人から提出を受けて、それに基づいてチェックをしていますので、プロジェクトその

ものについて、今言いましたように我々の融資の金額などの要素もスクリーニングフォー

ムの中にありますので、そういうところでチェックをして確認をしていきますので、その

段階でカテゴリーＣに分類されるということは当然手続きの流れとしてはあります。 

 

【日本環境影響評価学会 風間さん】 

 質問ですけれども、簡単に言って、JBICとしては森林認証に対しては否定的であるとい

うふうに解釈してよろしいですか。今サミットなどで起きる炭酸ガスの問題は、最終的に

はCO2を吸収するとか森林の問題と同じ問題です。JBICとしては森林認証については否定

的であるというふうに解釈してよろしいですか。 

 

【司会】 

 お願いします。 
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【日本貿易保険 稲川】 

 JBICさんに対するご質問ですが、一応 JBIC/NEXIとしてお答えします。今のご質問の

答えは最後に申し上げますが、森林認証の話のところで満田さんからご説明を受けて、ペ

ージ 20 の検討ポイントの①②で、佐藤さんも、聞くまでもなくちゃんと書いてあったわ

けですが、非常に適切なご説明だと思います。 

 ただ、２点だけちょっと違和感があったなというのが、この論点全般の話のところで、

先ほどと同じになってしまって申し訳ないのですが、林業、森林の重要性というところは

あるけれども、それと森林認証が機能しているという話が合わせて１本みたいな感じにな

っていて、森林認証というところで言うとどうなのだろう。認証の効果の話も書いてある

のですが、知っているのは JISぐらいですが、それは冗談として、日本にも森林認証制度

はあって、FoE Japanの幹部の方が会長でしたか、参画されていますね。そのようにいろ

いろな森林認証制度があって、国際認証と違ってこれはこうこうこうですという効能が書

いてありました。 

 お互いの森林認証の中でも、こっちのほうがいいですよ、あっちのほうがいいですよと

いうのがあったり、他のいろいろな認証はいろいろな分野であります。そこはそれぞれみ

んな効能があって、どっちがいいと JISと ISOだってずっと言っていて、昔のベータビデ

オみたいになっているのだけれども、ことさように国際認証がいろいろある中でどれか１

個、どれか１個というのは森林認証というところだけボンと抜き出している理由ではない

のだと思います。 

 そういう点で言うと、私どもは森林認証単体を、認証制度としては立派なものだと思っ

ていますが、私どものガイドラインとしてこれのみを書き出すことについては懐疑的なス

タンスです。ただ、満田さんが言っていたところで、ハイライトしていただいてよかった

のではないかなというのは、これは国際基準ですよね。国際基準の中で取得・推奨がうた

われている。そういう文脈と、森林の話はまだ続くのですけれども、そこの中を組み合わ

せの中で位置づけ……。先ほどからずっと答えを引き延ばしているようで申し訳ないので

すが、そこのあたりで私たちもちょっと考えてみるところはあるのかな。 

 森林の問題、あるいは地球温暖化の問題という、今最も私たちに身近な環境の問題とガ

イドラインの関係はなかなか難しいとは思うのですが、そういうところは全く見過ごして

はいけないと思う。この論点に対して今私たちは説明はできていて、あまり改訂ニーズに

は至っていないとは言いつつも、隔靴掻痒というか、どうしたらうまく結びつくのだろう
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というところが、お互いに話していて着地点が見つからないのだけれども、ネガティブと

いうことではなくて、探しているのです。 

 そういう中では、国際基準としての森林認証の取得・推奨という言い方であるならば、

そこはひとつ国際基準の明確化という中で考えていくことが、もうちょっと引き取って考

えていくことができるのかなというかたちです。ですから国際認証全般に対して私たちが

懐疑的であるというスタンスは変わらないし、森林認証の機能そのものも、他に森林認証

でないかたちでもう確認しているという事実はあるわけです。違法伐採にならないように

個体の企業、あるいはその国の法制の中で取り組んでいる国はあると思います。その中で

森林認証を取れば大丈夫というのがある一方で、森林認証を取っていなくてもできる方法

はあるのではないか。その中でガイドラインに書いてしまうと、森林認証を取っていない

ところを拾えなくなってしまう。そこをどうしたらいいのかというのは宿題的に考えさせ

ていただければということでよろしいでしょうか。 

 

【AMネット 川上さん】 

 今のお話で、ガイドラインに森林認証の文言を入れるか入れないかみたいな議論が一つ

あったと思います。もちろんそういった可能性も探っていただければと思いますが、一つ

はチェックリストという機能がありますので、そこらへんで、林業のところをとりあえず

見たのですが、違法伐採問題がこれほど大きく取り上げられる前にできたのかどうかわか

らないですが、違法伐採についてのメンションがないので、今の言い方としては認証制度

が一つの手法なので、もちろん別のかたちで、要するに国がきちっとやって、何らかのか

たちで補償するという意味で、そういう違法性を合法なものにするとか、違法対策をする

とか、何らかの方法でやるとか、そういうものを書き込むとか、そういうのを入れたらど

うか。 

 もう一つは、林業の範囲がどこまで入るのかわからないのですが、林業というと普通切

るところが林業というイメージですが、先ほどちょっと例で出た合板の加工工場みたいな

ものは林業に入るのでしょうか。加工業というのが別になかったので、もしかするとここ

に入るのではないかと思うのですが、もし入るとすると、林業のチェックリストでは、先

ほどの原材料調達のところともリンクしてくるのですが、サイトの話は原生林を切っては

だめとかいろいろ書いてあるのですけれども、原材料のところのメンションがなくて、伐

採してはだめとは書いてあるのですが、加工企業からすると、うちが切っているわけでは
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ないという議論で逃げられるというか、要するにあまりチェックリストにひっかかってこ

ないのも入ってきてしまう。先ほどの原生林のもあるし、林業の話を全体のところにバー

ンと書くのはしんどいというのは確かにそうかなということもあるので、セクター別のチ

ェックリストみたいなところでフォローしていくところに原材料の話も入りますよとクリ

アに書いてみるとか、そういうところで押さえ込んでいくというのはいかがかな。 

 一つはパルプ工場も直接的に森林の話が来るのですが、そこの原材料調達については、

熱帯林だけは破壊しないでねと書いてあって、熱帯林だけではなくて次にもかかわってく

るのですが、保護価値の高い森林全体を守ってほしいと私たちは思っているので、それの

書きぶりはもう少し検討していただければと思います。 

 

【司会】 

 JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 貴重なご意見ありがとうございます。稲川さんがおっしゃったことのある意味繰り返し

になると思います。私どももまだ森林認証制度がどういうものかと。いろいろな定義があ

るということも事実だと思います。ただ、認証制度そのものは当然否定などできる話では

ないし、むしろ国も含めて推奨されていくべきものである。JBIC も、NEXI さんも、そ

の方向性には何ら異存があるわけではない。認証制度はたぶんいい制度ということになる

のでしょうから、それを私どもが関係するプロジェクトにおいても推奨する。満田さんが

繰り返しおっしゃっているように推奨していくということは重要なことだろうと思ってい

ます。認証を取っていくということです。 

 それをガイドラインの中でどう規定するのか、できるのか。ガイドラインの中ではなく

て、チェックリストの中だったらそれが生かされるのかどうか。そこらへんのことも含め

て、推奨するということについては、私どもは特に異を唱えているわけではありませんで、

満田さんも規制的な運用だと難しいということはおっしゃっているわけであって、推奨と

いうことについては誰も今異論がない。それをガイドラインの中に書くのか、チェックリ

ストなのか、はたまた別の枠組みでやるのかということについて、私どもも勉強しながら

真剣に考えていきたい。推奨というか奨励ですね。ごめんなさい。そういうことだと思っ

ていますので、今いただいた意見も踏まえながら考えていきたいと思っています。 
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 ちなみに、ここでは個別案件についての話はしたくないというかするべきではないと申

し上げていますが、かねてから出ている合板の話ですが、これはコメントとか質問をこれ

からいただくという趣旨ではありませんが、これは加工業になるので林業ではありません

が、この案件についてあえてちゃんと申し上げれば、当然調達のところは私どもはきちっ

と見ております。これは規模としてはそんなに大きくない。工場の増設の案件ということ

で既存のものの増設の案件ということになるわけですけれども、調達のところについては、

いみじくも認証を取っているところの調達になっています。ここだけ誤解のないように。

金額の規模が小さいとかいうことだけでカテゴリーＣとしているわけではないということ

です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。他にご意見、ご質問等ございますでしょうか。 

 

【日本環境影響評価学会 風間さん】 

 そのお答えは大変立派で、原則どおりだと思うのですが、稲川さんのお話とは温度差を

感じるのですが、これは私の感性の問題なのでしょうか。稲川さんにお尋ねします。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 誰と誰との温度差ですか。私はわりと体温は低いのですが、私と誰の温度差ですか。風

間さんですか。 

 

【日本環境影響評価学会 風間さん】 

 認証制度をどういうふうに認めるかということについて稲川さんは否定的で、できれば

やめたいというふうに私は取ったわけです。でも国全体の方針としてそうではないのだ。

JBIC も国の一部だからそれを否定しないのだという先ほどの方のお話だったので、それ

だとちょっと話が違うと私は感じたので、それならそれで後におっしゃった方が正しいの

であれば大変結構だと思ったわけです。ただ、それだと稲川さんがちょっと話が違ったよ

うな印象を私は受けたということです。認証制度をどう扱っていくかということについて

の JBICの方針と稲川さんの個人の見解が違っているように思うということです。 
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【日本貿易保険 稲川】 

 貴重なご指摘をありがとうございます。いつもながら藤平さんとはケミストリーが合わ

なくて、言っていることが違うことがよくあるのですが、心は一つだし、体温も近いと思

います。一応念のために言っておくと、国際認証を何でも推奨するとは藤平さんも言って

いなくて、これは国際基準の中でも取得推奨を決めている。だから国際基準の適用を進め

ている JBIC/NEXI として、そういったかたちでガイドラインあるいはガイドラインの関

連の部分で触れていくことに対しては必要と感じているということなので、私個人は、他

の何でも国際認証だから取り入れるということに対して懐疑的であると申し上げた点は、

藤平さんはそこの部分は触れなかったですが、見解は一緒ですので、念のために申し上げ

ました。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。他にございますでしょうか。 

 よろしいですか。それでは NEXI、お願いします。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 それでは 17 番に移らせていただきたいと思います。論点 17 番、同じくこの整理表の

20ページになりますけれども、保護価値の高い森林の転換を行うべきではないというとこ

ろで、保護価値の高い森林の転換を禁じる規定をガイドラインに盛り込むというご提案か

と思います。 

 まずこれに関しての JBIC/NEXI の認識ですが、保護価値の高い森林につきましては、

一部で取り上げられているということは認識していますが、保護価値の高い森林の定義自

体がまだ国際的に統一されたものがないのではないかと思っております。先ほどご説明も

あったのですが、一部法的に整備されていないというご指摘もありましたが、基本的な考

え方としては、森林保護というのは当該国の法令に基づいて保護区の指定などが行われて

対応されているということがまず基本にあるのかなと思っております。また今日用意して

いただきましたペーパーの中にもありますが、IFCや世銀の中でも類似の規定があるとい

うことも認識しております。 

 重要なポイントというか観点かなと思うのですが、例えば世銀とか IFCの規定で、今日

ご用意いただきました例えば参考資料２のいちばん上の IFCのパフォーマンス・スタンダ
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ードというところがありますが、例えば重要な生息環境では、顧客は以下の要求事項を満

たさない限りいかなる事業活動も実行しないと書いてあります。たぶんこういう解釈をす

るのが普通かと思うのですが、この地域に該当したら絶対だめだと書いてあるわけではな

くて、ある一定の条件が満たされないと、融資とか支援を実施しないというふうに読むの

かなと思っております。 

 IFCのパフォーマンス・スタンダードだけではなくて、２番目の世界銀行のセーフガー

ド政策 OP4.04 のところの自然生息地というところでも、同じペーパーの真ん中へんから

下のところですが、世銀は重要な自然生息地の著しい転換または劣化を伴うと判断される

事業にはサポートをしないというところで、これに該当するからといって、一義的に即支

援をしないということではないのかなというところがありまして、そういう観点からする

と、今のご提案ですが、保護価値の高い森林、HCVFの転換を行うべきではないというと

ころで書いてありますので、これはちょっと行きすぎなのかなというところもありまして、

この点から十分な改訂ニーズを今の時点で我々は認識するに至っていないというところで

す。 

 この点を議論するためのポイントとしましては、ストレートなポイントになってしまう

かもしれませんが、こういった規定を一律に規定してしまう必要性、実効性はどういうい

うものかと考えております。こういった点につきましてコメント等いただければありがた

いと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 まず誤解がないように申し上げておかなくてはならないのは、私どもがした提案は、保

護価値の高い森林の転換を行うべきではないという提案です。これは今いくつかご紹介い

ただきました IFC、世界銀行、OPIC、私が参考資料２に書かせていただいた例を列挙さ

せていただいていますが、これらの機関の規定の中では最もゆるい提案です。例えば IFC

のパフォーマンス・スタンダードで、重要な生息地は以下の要求事項を満たさない限りい

かなる事業活動も実行しないこと。転換というのは最も激しい事業活動だと認識していま

す。つまり通常の転換ではない、ちょっとした伐採みたいなものがあったとして、いろい
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ろな野生種に対して影響を与えることも多々あるわけです。IFCのパフォーマンス・スタ

ンダードではそれを禁じているわけです。 

 それから世界銀行の OP4.04 ですが、転換または劣化を伴うと判断される事業にはサポ

ートされないと書かれています。OPICについても同様です。転換または劣化を伴う事業。

HSBCについても同様です。工業、金属セクター、エネルギーセクター、あるいは淡水イ

ンフラセクターにおいては著しい転換や劣化を生じる事業には、いかなるかたちでも融資

や支援は行わない。森林地や林業関係においては、以下の場所における商業伐採について

は融資も支援も行わない等々が書かれているわけです。 

 つまり私のした提案は非常にゆるくて、実はこの提案をした後、森林関係の NGO で会

合を持ったわけですが、皆さんから怒られまして、これはぬるすぎる。転換及び伐採と書

くべきだと言われてしまって、しまった。今から直すのは気まずいので、皆さん提案して

くださいと言った事情もあります。これが３番目ぐらいのコメントに対するお答えです。 

 最初におっしゃった定義についてですが、HCVFについての定義は私は確立されている

と認識しています。これは参考資料１を見ていただきたいのですが、FSC の原則の No.9

において保護価値の高い森林ということが言われているわけです。ただ、認証の枠組みを

超えて、FSCの原則の No.9というのは単独でもいろいろな政策に使えるということで一

人歩きをしていまして、最近は high conservation value networkという機関もできてい

まして、いろいろな国際金融機関だの NGO だののネットワークができて、どうやってこ

れを政策に使っていこうか、あるいは投資や融資に組み込んでいくかということについて

は手法、ツールキットなどが出されていると認識しております。 

 検討ポイント①に関連しまして、それからお尋ねの２番目ぐらいに、IFCの重要な生息

地というもので規定されているというご指摘がありましたが、参考資料２に書かせていた

だいたとおり、私としては IFCの言う重要な生息地と保護価値の高い森林というのは同じ

考え方だと思っております。評価基準は非常に似ていまして、おそらく保護価値の高い森

林の議論から重要な生息地という定義も学んでいるのではないかと思っているところなの

で、私たちとしては重要な生息地という規定でもやぶさかではないと考えています。ただ、

保護価値の高い森林のほうが森林というものに特化していることから、定義がより狭く、

かつ手法も認証の経験などを通じて確立していると認識しております。 
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【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 ご説明ありがとうございました。説明を聞きまして、一つ安心したというか、提案の内

容が保護価値の高い森林の転換を行うべきではないというところで、これに該当したら即

座にということなのかなと思っていたのですが、IFCのパフォーマンス・スタンダードと

か世銀の OPに、こう読んでたぶんよろしいのかと思っているのですが、著しい転換うん

ぬんということが書いてありまして、原文もおそらくそうだったと思いますが、ここに該

当して何かをやろうとすると、たぶん何かしらの転換は起こってしまうというところがあ

って、これはもうそこに該当するだけでだめなのだなという解釈でいたものですから、そ

こはたぶん IFC とか世銀の考え方に沿ったものというふうに理解してよろしいのかなと

私は受け取りました。 

 そういったところで実際私たちの実務上、この件に対してどういうふうに対応している

かということをちょっとお話ししますと、IFCのパフォーマンス・スタンダードとか世銀

のセーフガードポリシーに書いてあります重要な生息地というものに関しましては、ガイ

ドラインの中にいくつか項目があって、Ａに該当するセクターの中で例示を申し上げたの

ですが、その中に私どものガイドラインで、重要な生息地というところで、これに該当す

るとカテゴリーＡになるということが書いてあります。 

 したがいまして例えば重要な生息地に該当する、あるいはそれに影響があるという場合

は、我々はこれをカテゴリーＡとして審査をしていくということになりまして、その際に

我々は何をしているかというと、基本的にはまず現地国の基準を見て、それから記載して

ありますような IFCのパフォーマンス・スタンダードとか世銀のセーフガードポリシーを

見て確認をしていくということになるわけです。そうしますと、こういった行為の中です

でにご提案の趣旨は反映されているのかなと考えています。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。はい、どうぞ。 
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【AMネット 川上さん】 

 今の流れはそういうことなのだなということですけれども、個別の案件になってしまっ

て申し訳ないのですが、なぜこれを話すかというと、個別の中身を知りたいというのでは

なくて、こういう例もあるよということですが、ただ問題なのは、カテゴリー分けのとき

に、私が今議論しようとしているのはタスマニアの植林事業で、これは額が小さいのと、

影響が少ないという判断でＣですというふうにウェブに出ている案件です。 

 タスマニアには絶滅危惧種がいっぱいいまして、やり方によっては、植林事業が農地で

あれば問題はない可能性はある。もともと農地のところに植林するわけですから、そこに

絶滅危惧種が住んでいる可能性がなくはないけれども、可能性は低い。ただ天然林はたく

さんあって、そこに植林する場合は非常に重要な生息地になってしまう。ただ、カテゴリ

ー分けでＣと出てきたときに、チェックリストなり何なりが情報公開されていないという

話を聞いているので、そこがわからないと、何をどう判断して影響が少ないのですかとい

うのが出てきても、ちょっとわかりません。 

 今 JBIC さん側で、こういういろいろなチェックをしましたよ。そういうのを中でやっ

たのですよと言われて、そうですかと納得できる場合とできないというか、判断材料がな

いとなんとも言いようがない。そうなんだと言われたら、そうですかと言うしかないので、

検証可能性と言いますか、そういうものが情報が出てこないと、もちろん商業上の秘密な

どはあるとは思うのですが、もちろん具体的に問題点があれば公開しないという判断もあ

るとは思うのですが、全然細かい情報がなくてポンとＣと言われて、影響ありませんとか

言われると、本当かなとちょっと思ってしまうので、そういった流れをチェックできるよ

うな、可能性のために情報公開ができる範囲はあると思いますが、何らかのそういうもの

はできないでしょうか。ちょっと話がずれてきましたか。いかがでしょう。 

 

【司会】 

 JBIC、お願いします。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 ご指摘いただきましてありがとうございます。ある意味ずれています。そのご趣旨につ

いては情報公開のところで話をして、終わっていると言うつもりはありませんけれども、

私どものほうから具体的な案をいずれお示しするということを申し上げているところです。
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今実際にご指摘いただいた各論についてまできちっとというところまでガイドラインのレ

ベルで行くかどうかわかりませんが、ガイドラインに規定されている内容をもう少し公開

度を深めるという意味での改訂も視野に入れてご提案するということにしていますので、

今この議題に関してそのご指摘、あるいはその議論をするのは、正直申し上げて適当では

ない。ご指摘がおかしいと言っているのではなくて、ここでは適当ではないということで

す。別にそういう意味ではありませんので、情報公開のところでやらせていただきたいと

思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。他の方からご意見、ご質問等ございますでしょうか。はい、

どうぞ。 

 

【FoE Japan 中澤さん】 

 17番は保護価値の高い森林の転換ということですけれども、私自身は、保護価値の高い

というところよりも、むしろ転換というところにすごく問題意識を持っていまして、いろ

いろな意味において転換というのは最大の環境社会破壊であるということで、グローバル

な規模で言えば、IPCC とかスタン・レビューなどで見ても、土地利用転換のところは最

大の炭素の排出ということになっていますし、そういうことからも残された貴重な森林は

転換するべきではないとレポートなどを見ていて私は解釈するわけです。 

 また JBIC さんのチェックリストを見て、重要な生息地を含まないと確かに書いてある

のですが、それは生物にとって重要な生息地というところにどうも限定しているのではな

いかと思うのですが、それはもちろん社会的な配慮というところにもチェックリストの中

にあるから、それでカバーされるのかもしれないけれども、保護価値の高い森林というと

ころで言うと、満田さんから配られた HCVFの５、地域コミュニティの基本的ニーズを満

たすために欠かせない森林が、いわゆる里山林みたいなかたちで多々いろいろな事業で当

該国から荒廃地として土地が区分されてしまう。それによってそこが植林地に転換されて

しまうというような事例が多々ありますので、では保護価値の高い森林を動植物にとって

重要な生息地に限定してしまうのは非常に問題意識を感じてしまいます。特にコミュニテ

ィにとって重要な里山林みたいなものですが、そういった部分に対して配慮をするという

ことからも、転換を何らか規定するガイドラインを検討していただければと思います。 
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【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 ご意見ありがとうございます。この後にも今日必ずやらなければいけない論点が残って

いますので、時間で逃げるつもりではないのですが、この点はもう少し検討したい。ただ、

今言っていたところで若干追加のコメントをお三方からもいただけるとありがたいなと思

ったのは、結局 HCVFを取るのか、IFCあるいは世銀の基準を取っていくのかというとこ

ろで、現在私どものスタンスとして、IFC の基準が先に来てしまっているのだけれども、

基本的に私どもは世銀の OPで、プロジェクト・ファイナンスの案件について IFCのパフ

ォーマンス・スタンダードという使い分けになっていくので、ここの規定に則して動いて

いったときに、HCVFというかたちでないと漏れてしまうところは何なのか。問題点は何

なのかというところを整理していただけると。この名前を出すかどうかは先ほどの国際基

準のところと重なってきてしまって……。ここでは違うのですよね。 

 森林の重要性みたいなところというのは、お気持ちというか、そこはあるのだけれども、

私たちとしてはこっちを取って、むしろワイドに取ることで対応できるのではないかと思

ってしまっているので、時間がない中で少し違う意見があったので、そこの部分はもう少

し詳しく教えていただければ、追加で早くいただければ、今度改訂の方向性というかたち

で出してきます。ここの 15番から 17番は、結局バラバラではなくて、一つの考え方でま

とめて、どこかでポンと出す。あるいはチェックリストでどうやって見せていくのかとい

う話ですので、お忙しい中ですけれども、早めにいただいて、逆に皆さんの考えがないと、

私たちだけではここの部分はわからないことが多いので、ぜひご助力をいただければと思

います。宿題というつもりではなくて、お知恵を貸してくださいということでこの論点の

ところは閉じさせていただいてよろしいでしょうか。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。では、この点につきましては引き続きやるということでご了

解いただいたということにしまして、次の話題に行っていただくということでお願いしま

す。 
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【日本貿易保険 稲川】 

 論点の 21、先住民族については項目が三つあるのですが、まず冒頭で、この後ご提案者

様等のご説明があるかとは思いますが、私どもとしての本論点に関する現時点での認識、

またご説明において言及いただきたい点をあらかじめ申し上げます。今から申し上げるこ

とについては、提言書、それからテキストの中での検討ポイント、さらにはコメント、ま

た先住民族に関する諸情報、レイテストのものまで含めて私どもとして十分検討した上で

の結論ですので、この後申し上げる中では、もう時間も押していますから、今言った部分

について重ねて言わなくても私どもは読んでいるので、私どもの聞いた質問にまず端的に

答えていくということでお願いします。 

 結論として、すべての論点について十分な改訂ニーズを認識するには至りませんでした。

その理由を今から４点申し上げます。まず総論として、先住民族に関する問題は、他の環

境社会配慮に関する諸要件との比較において、また世間一般での通念として考えても、極

めて政治性の強い内容と認識しております。学術的、定量的なものとは異なるということ

です。先住民族については、先住民族と言われる人たち、あるいは先住民と言ったほうが

正しいですね。先住民と言われる人たちが存在する国、またそれぞれの先住民のそれまで

の歴史的、文化的、あるいは当該国の政治体制等、多様にして複雑な問題について十分な

理解に裏打ちされた中長期的なアプローチが必要であると考えます。 

 JBIC/NEXI は、日本国の政府系機関の一つとして、こうした事情を極力斟酌・配慮し

たかたちで、つまり私たちとは出自や立場の違う国連宣言、あるいは国際金融機関の取り

組みということをモノトーンにパクッと食いつくようなアプローチではなくて、バイの

ECA機関として、あるいは私たちが行うことは、これは前に NGOの皆さんからもありま

したが、日本国政府の考え方に即したものでなくてはいけませんから、こうしたところを

踏まえたアプローチであるというのが総論としての認識です。 

 これに即して各論について申し上げます。論点 21-1、依拠すべき国際条約・宣言と基本

原則については、先住民族に関する世界の多くの国の法制整備がいまだ途上にある点、あ

えて言うならば、国連宣言や ILO169号条約を実現することの難しさが散在する点を考え

るなら、JBIC/NEXI のガイドラインにこの二つの名前を明示的に、まして依拠すべきも

のとして掲載することはすべきではないと認識しています。また先住民族個々の権利は当

該国の法制をもって認知されるということは、国連宣言、あるいはそれに賛同した日本国

政府の立場を踏まえるものであり、他国の、つまり私ども以外の国の先住民族の権利を他

 68



国、つまり日本国の１政府系機関が認知したり、容喙すべきではないと考えるところです。 

 次に論点 21-2、自由で事前の十分な情報を得た上での合意、以下 FPICと申し上げます

が、についても、世銀等国際機関においても、コンセント、合意という言葉ではなく、コ

ンサルテーション、協議と規定する現状において、努力目標ながら十分な情報に基づく先

住民族の合意取得を掲げる JBIC/NEXI のガイドラインはなおも十分な先進性を国際機関

との比較においても有するものであり、現時点でのこれ以上突出した対応は不要と考えま

す。また、FPICそのものを認知の要件にすることについては、先ほど申し上げたとおり、

私どもがするべきことではない。当該国政府が決めることであるという認識です。 

 最後に論点 21-3、先住民族への配慮に関する計画、IPPについては細かくは三つの提案

内容ですけれども、基本的には世銀の OP4.10 を踏まえた内容と認識します。国際基準の

適用をさらに明確化することを今次ガイドライン改訂の一つの縦糸として私どもは考えて

おりますが、重ねてのガイドラインでの規定は本提言内容については不要と考える。 

 この点は、率直に言うならば、先ほど述べた先住民族に関する世界の多くの国の法制整

備がいまだ途上にあり、そしてその理由の少なからずが当該国の政治的問題とつながる点

を考えれば、つまりこうしたことを一律に求めていくこと、これは世銀に書いてあるから

ということを勘案したとしても、バイの ECA 機関がそれのみをもって強要することは内

政干渉という問題を引き起こす恐れが極めて高いという点において、もちろん世銀の基準

としての適用という点は努めてまいりますが、これをわざわざハイライトして掲げること

には極めて慎重な認識を私どもは有しているということです。 

 以上が私どもの基本的な認識です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。はい、どうぞ。 

 

【市民外交センター 木村さん】 

 他の部分とは非常にトーンの違うお答えですので、ちょっと驚いている反面、おそらく

かなり準備されてきた上でのお答えだろうと思いますので、こちらも今の部分に沿ってい

ろいろとお話をさせていただきます。 

 その前に配布資料について１点確認させていただきます。世界銀行 OP4.10 Annex Bの

先住民族計画が資料として配布されていまして、前回以前から配布されていて、この位置
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づけについてちょっと確認させていただきたいのです。というのはこれは単なる訳という

ことでよろしいのでしょうか。前回これを読ませていただいて、訳とするとちょっと違っ

ているところがあるのではないかと思って、こちらから訳はこうではないですかというの

を実は事前に提出させていただきました。 

 部分的に反映されているようですが、部分的には反映されていない部分もあります。例

えばいちばん最後のＩの最後の部分です。自由な事前の協議が織り込まれることが望まし

いと書いてあるのですが、原文は should で、べきであるなので、訳とすると、これは間

違いではないのかなと思う部分がありますので、これは訳なのかどうなのかということを

まず確認させてください。訳であるとすれば、後でまたご提案をさせていただきます。 

 それから先住民族の件に関して、政治体制と非常にかかわるということ、中長期的なも

のが必要であること、また国連宣言に関しては、国内法に関しては整備中であるというこ

と、すべて認識としてはごもっともかと思います。ただ、まず現状のガイドラインに書か

れていることを踏まえての提言ですので、そこに戻って話をさせていただきます。 

 宣言や条約の考え方に沿ってという部分はすでに現状のガイドラインにありまして、現

行ガイドラインを定める際に、そもそも我々が提案したときに考えていたものは、国際的

な宣言と言えば国連宣言、当時は草案でしたけれども、しかない。もしくは先住民族に関

する国際的な条約というのは ILO169号条約しかない。こう書いてあれば、これを参照し

ていただけるだろう。これは当然だろうというのが我々の予測だったわけです。 

 ところがその後、私が何回か JBIC の方とやり取りをさせていただいているあいだに、

例えば定期協議のときに、参照している宣言や条約というのは何なのですかとお聞きした

ところ、世銀の OP4.10 ですというお答えが返ってきたりした。世銀の OP4.10 を参照し

ていただいて悪いわけではもちろんないのですが、それは国際的な宣言でもありませんし、

条約でもありません。逆に、それならば国際的な宣言や条約という現行ガイドラインはい

ったいどういうつもりだったのか。これから下げるというおつもりがあるのか。今回のガ

イドラインの改訂にあたって下げるということはまずないだろうというのが私たちの基本

的な認識だったわけですけれども、そこがまず確認したい点の一つです。 

 もう一つ、基本的にそういうかたちですので、我々としてはこれを参照していただくと

いうのが基本的な考え方です。先住民族の権利といったときに、いろいろなものがありま

すけれども、それを全部説明するのは、ここのガイドラインで触れるのは不可能ですので、

特に宣言に関しては参照してほしい。ですから実効性の議論についてはお互いかみ合って
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いないという感じがしています。 

 初めに宣言をガイドラインに入れるときに、まさかこんなに実効性の議論がバーッと出

てくるとは私たちも思っていなくて、実効性に関しては専門家のヒューマンライツ・ナウ

の鈴木さんがいろいろと書いてくださっていますので、そちらを参照していただきたいの

ですが、参照していただきたいというのは、あくまでバックグラウンドとして参照してい

ただきたいということで、書き方としても実際に考え方に沿ってという書き方ですので、

現行ガイドラインも、これを全部守ってくれという書き方ではないです。そうであったと

きに、例えば宣言をガイドラインに記載することが本当にそんなに難しいのか。どれだけ

の問題を引き起こすことなのかということをまず教えていただきたい。ILO169 号条約に

ついては、確かにちょっとスペシフィックな条約ということでもありますので、これは

FAQに落とすなどの対応があってもいいのかなと思います。 

 また宣言をここに記載することの重要性というのは、私が初めに提案したときに考えて

いたのは、先住民族に影響を及ぼすプロジェクトに関して、計画を作るということが前提

であると思っていたのです。こういう項目がある以上、住民移転などと同じく、計画がな

いことのほうがおかしいのではないか。それが計画がなくて、公開されていないというこ

とのほうがむしろおかしいのではないか。そしてその諸権利に関して影響を受ける事項に

ついて、ではどういった権利があり得るのかということを参照するためにも、やはり国連

の権利宣言しか参照すべき文章はないだろうなということもありますので、そういった意

味で提案をさせていただいております。計画についてはまた後ほど戻ります。 

 次に２番目の部分です。合意が現行の JBIC ガイドラインに入っていますので、これは

むしろ世銀、ADBよりも先進的なものであるというのはその通りだと思います。今回それ

より我々が提案させていただいたのは以下の２点です。 

 まず１点目は、現行では単なる事前に情報を得た上でのということになっています。い

わゆるインフォームド・コンセントですけれども、これに「自由で」「事前の」という二つ

の言葉を付け加えるということです。これについて問題があるのかどうかということにつ

いては、今のご説明の中からは私がよくわからなかったのですが、問題があるとすれば何

なのかということはお聞かせいただきたいと思います。 

 参考までに説明しますと、「自由で」「事前の」というこの二つがその後国連宣言の中で

も 93年の草案の段階からはアップデートされて、2006年の段階でＦとＰの部分は付け加

わったのですが、その理由は、プロジェクトが始まって、それこそダムの水が来てから説
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明するとか、あるいは自分たちの発言が自由にできないような状態で協議をされた結果、

ほとんど強制的になるとか、そういったきちんとした合意を取っていない例が数多くあっ

たからです。JBIC さんが現行のガイドラインをきちんとした合意を取っているというこ

とであれば、自由で事前なという言葉を付け加えることに対してそんなに問題はないので

はないのか。現状とすごく違うことを提案しているとは私は思っていないので、そこのと

ころをお聞かせいただきたいということです。 

 もう一つ違う点は得るよう努力するというものを、得なければならないというふうに私

たちは提案させていただきました。ここを書き換えることによってどういった問題がある

のかということはご説明いただきたいと思います。 

 最後に、計画の部分について、これは現行ガイドラインには書き込まない。政治性が高

いから書き込みませんというのは、ご説明としてあまり納得のいくものではありませんで

した。現行ガイドラインに、こうやって先住民族に関して合意を得なければいけない。政

治的なことが書いてあるというのはおっしゃるとおりだと思います。ただし、それではど

ういうふうに実行しているのかということを示さない限り、単なる絵に描いた餅ではない

かという批判があっても仕方がないことではないか。 

 それからもう一つ、ずっとコモンアプローチを踏まえての世銀の OP4.10 を参照すると

いうことは前提であるのかな。前提である上でこういった OP4.10に含まれていない部分、

協議記録を添付するとか、言語についての部分も検討ポイントに出てきていましたので、

それはもう前提であると私は検討ポイントから読み取っていたのです。ここの部分は、今

回は計画を作らないというのは、他の部分との関連を踏まえてもちょっと納得のいかない

部分です。 

 私は今回、事前にここだけは譲れないと思っていたポイントが二つありまして、一つは

合意を協議に変えることはやめてほしいなと思っていた。それはないだろうなと先ほどの

話からわかったのですが、もう一つは計画を作らない、あるいは作っても公開しないとい

うことです。これはちょっとないのではないかと思っていた点です。ここに関しては説得

力のある説明をしていただかない限り納得はできないと思っております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 
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【日本貿易保険 稲川】 

 ご説明ありがとうございます。ポイントがちょっと長いので、適宜切って、それぞれご

意見があれば聞きながら最後のところまで行く。まず最初に、譲れないとお客様のほうか

ら言われてしまうと、主催者として立つ瀬がないわけですけれども、それは認識が違いま

す。認識が違うというのは、譲れないとか納得できないと言う権利は当然皆様にはあるの

ですが、合意から協議には落とさない。IPPを作らないとか公開しないとはひと言も言っ

ていません。当然世銀の OP4.10 は守っていきますから、必要に応じて当該国の中で作っ

ていただく。ただ、それをガイドラインに書かないと言っているだけですから、作らない

とも公開しないとも言っていません。それはやっていく。ガイドラインに書かないと言っ

ているだけなので、なぜ書かないのかは後ほど申し上げます。 

 それでは１番に戻ります。訳についてはここで議論するつもりはない。これは抄訳とい

うか、だいたいこういう趣旨のものですよということで、正訳でも何でもありません。一

応私たちの側からご用意させていただいた資料ということでクレジットをいただいており

ますが、訳について私どもはこれは正訳だとは思っていない。正訳でないというのは正し

い訳ではないという意味ではなくて、ギャランティしないということです。ここでは訳比

べをするわけでもないですし、shouldは必ず何々すべきではないというような駿台予備校

的な議論をするつもりもない。Shouldには多様な訳があるということはご理解いただきた

い。という点でここは終わりです。ここはこれ以上は議論しない。 

 ２番目、考え方に沿ってということですが、この点の JBIC さんのコメントのところは

私の知るところではないので、後ほど必要があればコメントいただければと思うのですが、

基本的にはここで書いてあるものが国際的な宣言や条約の考え方に沿ってだと。この点に

おいて世銀の OP4.10 という答え方がおかしいという感じ方は一つの感じ方であると思う。

ただし、参照するものは何かと言われれば、世銀の OP4.10 と答えた JBIC さんの回答は

正しいと私は思います。 

 考え方に沿ってということと、ガイドラインのレビューにおいて参照するということは

全く意味が違うということです。ここの考え方に沿ってというのは、プロジェクト実施者

に求められていることです。JBIC さんの２部の中の別紙１、対象プロジェクトに求めら

れる環境社会配慮の最初をよく読むと、以下に示す考え方に基づき、プロジェクトの性質

に応じた適切な環境社会配慮が行われていることを原則とする。環境社会配慮の実施者が

プロジェクト実施主体だということはガイドラインの冒頭に書いてあるわけですから、こ
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こで考え方に沿ってこうしなさいと言われているのはプロジェクト実施主体であって、私

たちがこの基準を参照するとは言っていない。 

 議論のときの主体は私は知りませんし、このガイドラインの制定のときの議論の趣旨は

知りませんし、一人ひとりの内心までは知るには至りませんけれども、ここにこう書いて

あって、JBIC/NEXI が参照基準として国連宣言なり……。そもそもそうは書いてないの

ですね。先住民族に関する国際的な宣言や条約を参照するとは書いてない。あるいはガイ

ドラインの趣旨からそうは読めないので、そこの部分は正しくない。 

 ただ、ここに挙げている先住民族に関する国際的な宣言や条約が、現状において昨年採

択された先住民族に関する国連宣言と ILO169号条約以外のものが現在基本的には存在し

ないということは事実である。しかし名前は明記しないとなれば、私たちはこの二つの条

約が世界の多くの国において、まず ILO169号条約が世界で 200、おそらくこれに対して

賛同した国も 200近くある中で 20 カ国しか作られていなくて、20年近くたっても 20カ

国しか批准されていないという点において、この名前を出すことで、ここに書いてあるで

はないですか。あなたたちの法制の中でこれに反していますよということを言っても実効

性が伴わない。 

 国連宣言については多くの国が賛同していますけれども、これについてはそこの中のす

べての先住民の権利、あるいはそうしたものをすべての国が、あえて言えばほとんどの国

がこれを国内法制として整備していない。この点においては、残念ながら賛成したことと

実施することとは別のことであるということです。鈴木先生からはそれについていろいろ

お考えを示していただいているのですが、リアリティに立って考えれば、そういうことを

言っても、おそらく世界の多くの国は、残念ながらうちの国はそういう法制はありません。

賛成はしたけれども、法制は整備中ですということである以上、私どもバイの ECA の１

国が強要できる範囲では明らかにないという点において、この二つの名前を出すことは実

効性に乏しいと言わざるを得ないということです。これが２番目と３番目です。宣言の参

照については先ほど言ったとおりです。 

 これを書かないとどういった権利があるのかわからないというところですが、個々のプ

ロジェクトにおいては当該国の法制に定められている先住民族の諸権利が権利であって、

国連宣言に書かれている権利は、国連宣言が書いている権利にすぎないということで、こ

こに書いてある権利をすべて書く意味はない。必要性はないということです。ここまでが

総論についてのところですので、ここで一旦切ります。 
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【司会】 

 ありがとうございます。鈴木さん、どうぞ。 

 

【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 総論のことについて実効性の議論が出ていて、私がコメントに書いたことを繰り返し述

べるつもりはないです。もともと社会環境配慮ガイドラインを作るときに、社会配慮の内

容として先住民族というのを特に記載しているわけです。社会配慮の中でもかなり重要な

ものとして、いろいろなものの中でも具体的に記載しているのだろうと思うのですが、他

のところの住民移転とかその他の社会配慮とか人権の配慮一般に比べて、かなりトーンが

違うことに率直に言って驚いています。 

 権利一般について議論することはあまり生産的ではないと思っていて、NGO の提言の

中では、結局のところ先住民族がいる土地で事業をやるときに、FPIC を確保してほしい

ということと、先住民に関する計画を作ってくれということを言っているわけで、計画に

ついては別に作らないわけではないという話で、少なくとも先住民との協議とか合意に関

しても、現行のガイドラインを切り下げるつもりもないということであるとすると、これ

は第２部のところに書いてあるので、事業者が行う規定だと思うのですが、先住民族に関

する国際的な宣言とか条約というものが現状においては国連宣言と条約しかないという中

で、それを明記するのに問題があるのかという問題の所在があまりよくわからない。 

 よくわからないのですが、何が先住民族なのかということについていろいろ議論があっ

て、そこで政治問題になるのが嫌だということなのかなと思ったりもしたのですが、それ

は例えば世銀とか、最近社会配慮ガイドラインを書き換えた EBRD などは世銀の IFC パ

フォーマンス・スタンダードみたいなものを自分の基準の中に取り込んでいるわけですが、

そこも工夫していて、先住民族の定義は国際的に受け入れられたものはない。ないけれど

も、こうこうこういう人たちについては配慮をするのですよというふうにしているので、

そういうやり方でそこは対処しているのかなと思います。要するに一般的に定義をする必

要はないのだけれども、先住民族だと言う必要はないのだけれども、少なくともガイドラ

インの適用上はそういうふうに扱いますよということだと思うのです。 

 国際的にいろいろな考え方があって、センシティブで政治問題になるような問題は他に

もある。例えばテロ対策などはかなりそういう色彩があって、テロに対する国際的な定義

はないのだけれども、だからといってテロがないことになるわけでもないし、対策をしな
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いことにもならない。そういうセンシティブで政治的な問題は、政治的にならないような

配慮をしながら個別に定義をしていって対策を取っていくのがあり方なものですから、ガ

イドラインの観点においてこういう人たちを先住民族として扱うということだけで考えて

いけば、それほど政治問題にしなくてもよいのではないか。 

 環境の問題に比べて人権の問題は政治問題だという言われ方をすることがあるのですが、

政治問題にしないで解決する方法を模索していかないといけないのだろう。先住民族はそ

この国の制度とか法制の前に、そこに昔から住んでいるわけです。昔からそこに住んでい

る人たちがいて、ある日突然外から人がやってきて、ここを事業に使うからおまえたちど

いてくれとか、ここは使うから、影響あるかもしれないけれども、やむを得ないとかいう

話にはならなくて、それはそこに住んでいる人たちの了解を得るとか、影響を軽減すると

いうことをしなければいけないということ自体にはたぶん異論はないのだろうと思うんで

す。そうであるとすれば、ことさらに政治問題にするようなことではなく解決策を考えて

いければなと思っています。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 稲川さんとケミストリーが合わないのかもしれないけれども、本音のところではいちば

んつながっている方なのかなと思いながらお話をします。 

 稲川さんもこれまでちょっと厳しいトーンでお話をされていたから、逆にその後、それ

から非自発的住民移転のところでは、私どもは改訂のニーズがいくばくかはありますとい

うようなサインを示している一方で、先住民についてはどちらかと言うとかなり硬いとい

うことがあるので、それで先住民についてはやる気がないのかみたいな感じに取られてい

るのだと思うのですが、まず私どものプラクティスとして、先住民族に関係するような案

件は実はこれまでそんなに多くない。だから経験がそんなに蓄積されてない。でも幸か不

幸か、ある意味 FPICという概念でいけば、かなり突っ込んでいる内容をやっているわけ

です。先進的な内容なのです。 

 私どもはここからすべての点において、今のガイドラインに書いてある規定、あるいは

今やっているプラクティスも、実際問題は世銀の OPなどの参照、参照といっても横で見
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ているだけではなくて、先ほど来申し上げているとおり、非自発的住民移転とか、あるい

は大気汚染だ何だかんだでお示ししているようなやり方をやっているわけです。 

 なのでまずわかっていただきたいのは、今あるものがもうかなり先進的なものであると

いうこと、かつプラクティスも、あるいは今後変えていこうとしている改訂のガイドライ

ンの中においても、ここの今やらんとしていることを下げようなどと思っていないという

こと、プラクティスも、言っては悪いけれどもそれなりのことをやっています。ただ、事

例はそんなに多くない。そういう中で、例えば宣言とか条約の具体名をリファーするとい

うことであっても、逆に言うと、私どもからするとなぜリファーしなければいけないのか。

その理由がわからないわけです。 

 実際問題、先ほど JBICの人間が、世銀の OPしか見ていませんと。もしそういう言い

方をしたのだとすれば、誤解を与えてしまったことに対しては申し訳ないと思います。も

し世銀の OPしか見ていなくて、宣言とか条約を全くアウト・オブ・ケアというかノーケ

アですというメッセージを与えたのだとすれば、それはごめんなさい。間違いです。それ

は JBIC のプラクティスはありません。一部ごめんなさいということを申し上げた上で、

その上でどうして個別具体的なもの、しかも法的拘束力等々において疑念なしとしない。

これをそのまま相手にストレートに言えるのかどうかというところについて疑念なしとし

ないものをガイドライン本文に書かなければいけないのか。そこに関しては、残念ながら

私どもは納得できる議論というか提案をいただいていないというのが結論です。ですから

やらないとか、ハードルを下げるとか言っているわけでは全然ない。そこを誤解しないで

いただきたいと思います。まだ総論だと思いますので。 

 

【市民外交センター 木村さん】 

 鈴木さんの言ったことの繰り返しも少し混ざりますが、宣言に関して、各国賛成したけ

れども、法整備に関してはバラバラであるというのはご指摘のとおりです。宣言というの

はあくまでそういうものなのです。ですからそれを参照したところで、企業であったり、

あるいは当該プロジェクトをやっている国においてそれを押し付けることになるというご

理解は、私にはまだちょっとわかっていないところです。 

 では具体的になぜそれが必要なのかということになると、かなり細かい話になってきま

すが、法整備に関してはこれからかなり進むであろうということは予想されます。そのと

きに、今までよいと思ってやっていたものに関して、それはやはりだめだったと言われる
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ことも各国であるかと思います。日本でも、二風谷ダム判決の際に、あそこはアイヌ民族

の聖地であった。それを考慮しなかったという点で、当時の国交省がきちんとした対応を

取っていなかったということで国側が負けたという判決があります。宣言が採択される以

前の話ですけれども、そういったことはずっと 20 年以上続いている国連などにおける先

住民族の権利宣言の制定過程においていろいろな国で起こっていることなわけです。 

 例えばラテンアメリカ諸国は ILO169号条約を批准していますから、それを法制度に取

り入れているところも多いのですが、それが今までなかったような国々、フィリピンでも

90年代にそういう法律ができましたし、今後アジアの他の国々でもできてくる可能性は多

いわけです。それの最初のポイントとなるのは国連宣言ですから、事業者の方がそれをき

ちんとわかっていてほしいというのが少なくともここでの我々の願いです。逆にそういっ

た流れの中で、これを踏まえていなければ、今後 JBIC が融資した、そして産業界の方々

が実施したプロジェクトがやはりこれは権利を侵害しているというものになる可能性だっ

てあるというふうにお考えいただければと思います。 

 それはそのときに対応すればいいではないかというのはちょっと後ろ向きなのではない

か。宣言が去年採択された。それで今年ガイドラインを改訂しているということを踏まえ

れば、これを何らかのかたちで参照する。しかも参照するということがわかるような文言

で入れることにいったいどれだけの問題があるのか。逆に入れなかったときの問題点、今

私が指摘したようなことを回避できなかったときのネガティブなインパクトと比較した場

合に、どちらが大事なのかということをきちんと考えていただきたいと思います。 

 それから訳に関してですが、この後、計画のことについて、お作りになるということで

すので、OP4.10の Annex Bは重要な参照点となることですので、やはり間違っている訳

を前提に話をするのはちょっとあれだと思います。今回も実は我々の訳として配布してく

ださいという意図であれを提出したのですが、次回でも結構ですので、我々がこちらの訳

のほうが正しいのではないかと思っている訳を出したということは、記録としてちゃんと

残していただきたいと思います。もちろん我々の訳がいちばん正しい訳というわけではあ

りませんが、少なくともそれで認識に食い違いがあるということがわかると思います。こ

の点に関しては以上です。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 では次回からは英語訳を使います。よろしいですね。 
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 鈴木先生が先ほどよいことをおっしゃっていたのですが、なぜ書かないのかといったら

政治性の問題で、端的に言えば、これはガイドラインに書いてないというところで誤解が

あったかもしれないですが、先住民族の定義はない。ユニバーサルな定義はないというこ

とは国連宣言、あるいは世銀の OPの中、あるいは各国の国際機関が認知するところです。

これについて日本国は誰かが決めるものではない。ひっきょう先住民の認知、また所有権、

土地などへの帰属等の諸権利は、当該国の法制で決めることが正しいということが日本国

としての認識です。 

 ですから私たちはここから踏み出すことはありません。私たちが他国へ行って、先住民

が誰かを決めたり、あるいはこの人は先住民ではないですかと聞くこともおかしいと思い

ます。先住民族とついている場合には、必ず当該国の中でその人たちを法的に認知してい

るから、先住民族、indigenous peoplesという言い方がされているときには、必ず各国で

認知がなされているわけです。認知されているから、その認知された人たちに対して権利

がどうなっているか、あるいは IPPがどうなっているか。つまり世銀の OP4.10等を私た

ちが確認していく上では、その人たちが当該国において先住民族として認知されているか

どうかがいちばん大切な問題だと思っています。 

 この点においては、例えば世銀の OPは最初に何があるかというと、その国の先住民族

を世銀がサーベイして、世銀が決めると書いてあります。IFCとか EBRDはそれはしてい

ないけれども、それは世銀だからできることなのでしょう。あるいは国連宣言の中で権利

を訴えるというのは国連だからできることなのでしょう。 

 そこにおいて私たちは同列ではない。わかってきたのですけれども、木村さんとか鈴木

先生はこの道のプロなので、長くしていて思い入れもある。そういう中であるべき姿とい

うところが、おそらく私たちよりもずっと未来を見ているのだと思うのです。国連宣言の

採択に 20 年かかって、皆さんの中で、その言葉自体を新聞報道があったりする中で最近

聞いたという方もいらっしゃると思います。世界の大勢はそうだと思います。今日と明日

で変わるはずはない。 

 可能性があると言ってしまえば議論になるから、するつもりもないのですが、可能性の

ために私たちは環境ガイドラインを作っているのではない。思想・信条のために環境ガイ

ドラインは作られているものではない。国連宣言というのは、国連ですから、高いところ

に持っていってゴールを示している。これからみんなが行くべきゴールだという点につい

て、JBIC/NEXI も、私たちが正しいとか正しくないと思うまでもなく、きっとそうある
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べきものなのだろうなとは思います。その点が私たちがリファーしているそれだと思いま

す。 

 先住民族の問題は今日とか明日でコロコロ変わるような問題だったら問題になっていな

いわけです。歴史的にいろいろご苦労された方がいる。ひどい目に遭った方がいるという

中で、なんとかしなければいけないという中で、そしてそれがなんとかならないという現

状があるから国連や国際機関が取り組んでいる。安々と誰かが言ったら、明日からやっぱ

りこっちが正しいよねと変わるくらいだったら、こんな宣言はいらない。ちょっと考えれ

ばわかるのは、移転住民のための国連宣言などないわけです。それは移転住民が誰かがは

っきりしていて、みんなちゃんとやってきているからです。こんな宣言があるということ

は、国内法の整備などがきちんとできていない。これからもハードルがあるであろうから

こそ国連宣言は出されたのだと思うことも一方である。 

 そういう意味で政治性のあるところに関与すべきではないというのも一つあるのかもし

れない。それ以前に日本国の政府の認識と違うことを政府系機関はやらない。以前にこの

議論があったときに、違うというか、別の切り口をすると、独法百いくつある中でそれぞ

れ最適な機関が最適のタイミングにおいて政府の指示をもってそれはやっていくのであっ

て、全部の日本国政府のコミットメントに対してすべての独法が全部やり始めたら、そう

いうふうには独法の制度はなっていない。 

 ただその一方で間違いなく言えることは、日本国政府がコミットしていることと違うこ

とをやってしまう。まして他国の内政に干渉するようなことは、これがあるべき姿なのか

というところははなはだ懐疑的である。それを１個人あるいは１組織の思想・信条という

ことで木村さんがおっしゃる、鈴木先生がおっしゃるということについて、私はコメント

もしませんし、そういう権利は人間はみんな持っている。日本国民は思想・信条や言論の

自由があるので、それは否定しません。ただ、それをガイドラインで採択するということ

になるのはちょっと違うのではないか。そこに私たちはコミットしないということなので

す。 

 ただ私たちはここの中で、世銀 OP4.10、あるいは IFCが規定している内容について着

実に参照して、できる限りのところはやっていく。そこに尽きてしまう。産業界の人たち

で先ほどリスクという話が出ていたわけですが、それは当該国の法制に則してやっていき

ますから、当該国の法律がそうなれば、そこに即してやっていくわけですから、当該国の

法律、国連宣言に近いかたちで世界のいろいろな国の法律が、日本国でも動こうとしてい
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ますし、そういうふうになっていくことは、私個人、あるいはおそらく JBIC/NEXI の誰

もが、あるいはこの場にいる誰もが、大切なことだと思っている。ただ、それはよその国

にまで押し通す話ではない。その国の法律が変わればちゃんとやります。それは申し上げ

ておく。産業界の皆さん、どうですか。 

 

【日本機械輸出組合 藤井さん】 

 私は先住民族の専門家ではないのですが、事業者の立場で言いますと、まず国連宣言が

あります。ILO169 号条約があります。しかしながら宣言を法律に落としていない国、批

准していない国の中でもし事業をするとしますと、どうしても一義的に見なければならな

いのがその国の法律です。しかも先住民族の定義ははっきりしていない。確か IFCにも先

住民の定義はありませんと書いてあったと思いますけれども、こういうグルーピングがで

きればなるでしょう的なことが書いてありましたけれども、これもそうでしょうというぐ

らいで、これに一つひとつ当てはめていく。実際これを見なければならないのは事業者で

あり、その国の政府と一緒にやっていかなければならないということになってくると、こ

れはちょっと大変だな。かといって JBIC/NEXI さんに、この方々は先住民族なのですか

と事業者のほうがお願いするというのもなんか変だな。 

 ですからご提案の先住民族のこれをガイドラインに入れなさいということの趣旨は、要

はたぶん JBIC/NEXI さんに、世銀と同じように、先住民族であるというふうに定義して

あなたたちは融資を受けなさい。付保してもらいなさいということをおっしゃっているの

ですか。一般論で言っているとも思えないのですが、そこの趣旨がよくわからない。しか

もコメント等を見ますと、こうでなければ融資するな、付保するなとして、融資しない、

付保しないということが拘束性の実効の担保であるというような、コメントを見ると非常

にきつい言い方もしているのですが、そこの趣旨を教えていただきたいというのがありま

す。 

 先ほど言いましたように、どうしてもその国で事業をするときに、第一義的にはその国

の法律でどうなっているのかを見ます。もちろん JBIC/NEXI のガイドラインがあります

から、その次は世銀というのはいつもなんか言ってくるよねというところがまず出てくる

ので、どうしてもここの趣旨がよくわからないというのが現実なのですけれども。 
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【市民外交センター 木村さん】 

 定義問題でちょっともめていて、ポイントとして出さなかったので、ここでもめること

になるとは思わなかったのですが、出さなかった理由は、一つには、おっしゃるとおり

JBIC が勝手に決められるものではないのではないかというのは私も思ったということ、

また国連宣言でも特に定めてはいませんので、現状では確かにないと言ってよいかと思い

ます。 

 ただし、ないから何もできないかというと、それはそうではないということです。まず

大前提として、今までにも対策されているし、それから OP4.10 を踏まえて先住民族計画

を作るという、そういう対策は考えていらっしゃる。そうすると世銀の現在の定義とそん

なにかけ離れたことはやらないのであろうなというのはここでの共通理解と思ってよいの

ではないかと私は思っております。それがまず１点目です。 

 実効性のことについては、これはたぶん議論がいちばん食い違ったところですけれども、

この議論が出てきたとき、私たちもはじめ、いったいなぜこんなかたちで実効性の議論が

出てきたのかわからなくて、これを理由に切ってしまうのかなと思ったために、ついつい

ディフェンシブになって、かなり書き込んだという点はあるのですけれども、この点に関

しては、今に至っても、特に稲川さんのお話を聞いていて、やはり認識のずれがある。誤

解が生じているということは現在私は感じています。 

 あともう一つ定義について付け加える点は、今まで私は JBIC のモニタリングは特定の

プロジェクトについてしたことはないのですが、IFC、ADBなどの他の事業について少し

見たことがあります。意外だったのは、あまり定義についてもめているケースは少ない。

むしろ当該国が、私たちの国では先住民族はいませんと言っていても、ADBとか世銀が先

住民族計画を作っていたりして、それを別に当該国政府は何も言っていなかったりする例

がほとんどです。そういう意味では非常にあいまいなところではあります。 

 結局のところ OP4.10 で何をやっているか。そういう対策が必要な人たちが先住民族な

のだといったところから実質的な部分から見ていくことしかできないと思いますが、例え

ばいちばん下のところに被影響先住民族共同体について、例えば彼、彼女らが伝統的にま

たは慣習的に使用もしくは占有する土地と領域などについて情報を集めなさいとあります。

逆に言えば、土地や天然資源を所有もしくは占有、もしくは使用しているような人たちに

かかわるようなプロジェクトをするのであれば、やはり計画を作らなければいけない。そ

のプロジェクトをやった上でその資源なり土地なりに影響が出る人たちがそこにいるとい
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うことが確認されれば、それでやればよいというふうに考えていただいてもよいのかなと

思います。今のが今の方に対するお答えです。 

 先ほどの稲川さんの議論に関して１点コメントですけれども、政府がやっていることと

違うことを JBIC はできないと先ほどからおっしゃっているのですが、日本政府はこの宣

言に関して賛成を投じていますし、そういう意味でなぜここで書くことが政府がやってい

ることと違うことになるのかというのは私には理解できませんでしたし、日本政府が宣言

の採択後に言った解釈宣言に関しても、ここに触れるようなことは何もなかったと理解し

ております。 

 

【エンジニアリング振興協会 根本さん】 

 先ほどからの議論で非常に気になったのですが、この文言を入れることで何が問題だと

いうことですが、非常に問題だと思います。他の機関でやっていないことを入れることに

よって、何度も何度も企業側から言っていますが、競争力の阻害要因、ひいては経済活動

への阻害要因になります。何度言ってもわからないということは議論してもしょうがない

と思います。ですから時間の無駄だとは思うのですが、あえてもう一度言いますが、こう

いう他の ECA でもやっていないことをどんどん入れていくことによって、我々が企業活

動をやっていく、あるいは輸出、あるいは投資の活動をやっていく上で、もうそこまで言

うのだったら他のところを使いましょう。他の国の融資を受けます。実際そういうことは

あったのです。それが１点。 

 それと NGO の方がどういう活動をされているのかよくわかりませんけれども、中国と

か、インドとか、ブラジルとか、OECDに加盟していないところの活躍ぶりをわかってい

ると思いますが、例えば中国は今、信用供与の第３位になっているとか言いますね。そう

いったときにそういう人たちの動きをきちっと押さえた上でないと、JBIC さんだけがや

った場合、経済活動に対して非常に阻害になるわけです。 

 例えば今の中国の動きを見てください。ミャンマーなどの人権を無視したような国で、

軍事政権を支えているのは中国です。何でもありのそういうやり方に対して、そういうと

ころまでも押さえた上で議論しないと、ここでいくら JBIC さんにやれやれと言っても、

片手落ちというか、それをやることによって経済活動あるいは競争力の阻害を生み出すと

いうことは絶対避けてほしい。実際やってきた人間から言わせてもらうと、切なる願いで

す。これは何度言ってもわかってくれないかもしれないけれども、そうしたら何度でも言
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います。 

 

【宮渕さん】 

 先ほどお話がありましたけれども、我々がプロジェクトをやる場合にまず何をいちばん

大事にするかというと、当該国の政府です。なぜかというと、そこは許認可権を持ってい

ます。それから契約の対象相手です。ですからここと話がぴちっとできないとプロジェク

トはまとまらない。当然入札などがあるわけですが、そのときにいろいろな条件を付けれ

ば、その条件によっては結構ですと言われるケースがあります。 

 先ほど話があったように、いろいろなケースが実はたくさんありました。そういった意

味で競争力の低下になることは間違いありません。特に少数民族の問題は、日本でもそう

でしたけれども、当該国の政府にとっては大変ナーバスな問題です。ですからこのところ

を例えば高らかにこうしなさい、ああしなさいなどと言われたら、「何言ってるんですか。

結構です」と言われるのはまず間違いない。たぶんそういう経験がないからわからないか

もしれませんけれども、そこはよく理解してください。 

 それからもう一つ、自分たちが例えば独自に先住民ということで認めてやってもよいの

ではないかということですが、それは逆にその社会に大きな不平等をもたらします。社会

不安をもたらします。こういう例もあります。これは絶対やってはだめです。ですからあ

くまでも当該国の法律にのっとって合法的にやるのがたぶん日本の政府機関の進む道だろ

う。そういう意味で稲川さんがお話をしているのではないかと私は思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。鈴木さん、どうぞ。 

 

【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 この論点で稲川さんが話をされたことにいろいろ感じるところはあるのですが、２点だ

け述べさせてもらいます。まず一つは、当該国の法令で先住民と規定されているかどうか

とか、当該国の法令でどうなっているかということで、それで先住民と定義されていない

ものについては、JBIC としてそれを先住民族と言うわけにはいかないという話が出てき

ているわけですが、そもそも JBICとか NEXIのガイドラインというのは、当該国の法令

で必ずしもそれを守っただけでは環境影響が低減できなかったり、社会影響が低減できな
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いからこのガイドラインがあるのだと思うのです。 

 先ほど議論していた非自発的住民移転のことについても、住民移転に関してはきちんと

した法制がないとか、法制はあっても補償されるプラクティスがないとか、そういうこと

があるので、融資機関が、バイの機関でもマルチの機関でもありますけれども、計画を作

るなり、実際補償しているかどうかを見るとかして、そこの事業をやる過程で住民に影響

が及ばないように、影響を低減するようにということでやっているのだと思うのです。 

 基本的に今のガイドラインにも書いてあることなので、OP には基本的には従って参照

しながらやっていくという話なので、当該国の法令に先住民族と規定されていなかったと

しても、それはその地域に住んでいる少数の民族で、基本的にその地域に集まって住んで

いて、独自のカルチャーを持っていると周りから思われて、自分たちもそう認識している

という人たちがいる場合には配慮するということにはなっていくのだろうなと思っている

のですが、それ自体が違うと言われるとなかなかよくわからないのですが、当該国の法令

に規定されていないから全く何もやらないというわけではないのだと私は理解しているの

です。 

 要は制度以前に人は住んでいるので、特に先住民族の場合は支配的な民族ではないから

抑圧されているということがあるわけなので、制度がないときにはやらないとか言われる

と、なかなか補償がされないのではないか。法制がないと権利があるかどうかわからない

とか、認知されないとかいうのは、この議論にあまり入るつもりはないのですが、考え方

としては逆だろうと思うのです。 

 そこに人がもとから独自のカルチャーを持って住んでいるわけなので、その土地に入っ

てきて事業をやるというわけなのだから、その人たちの利益を奪うことができる制度がき

ちんとなければ、そこにもとからいるのだから、むしろ逆に奪えないのではないかという

発想があって、人権が普遍的だとか、天賦のものだとか言われているのはそういう発想か

らで、それは一つのフィクションではあるのですが、ただ考え方として法制度などがきち

んとしていなくても守られるべきものがあるのだという発想から来ているのだと思うので、

すべてが法制度に規定されると困るな。 

 競争力の問題は、私も本業は弁護士なので、大きな企業はもちろんいないですが、中小

企業のことしかやっていませんけれども、それはビジネスの問題で、特に小さい企業だと

大手企業からいじめられてけっこう交渉も大変だったりするのですが、ビジネス上の必要

性はわかるのですが、それはけっこう順番みたいなところがあって、日本も発展途上国の
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ような感じでやっていた頃には、欧米の国から、あの日本のやり方は汚いとか言われてい

たわけです。あんなやり方をされたらうちの会社が商売できないではないか。だからこう

いう規則を作れ。これを守れ、あれを守れというふうにいろいろ言われてきたわけです。

今、中国が問題とか、いろいろ他にも問題だということが出てきているわけですが、だか

らうちもなかなか守るのは難しいんですよという話ではなくて、むしろそういう国にもき

ちんと社会環境配慮をやっていただくように、１企業では難しいかもしれませんが、政府

の力とか国際交渉によってやっていくということなのだろうなとは思っています。 

 

【市民外交センター 木村さん】 

 産業界の方からコメントがありましたので、それに対してコメントをしたいと思います。

お一人は帰られてしまったようですが。 

 まずちょっと誤解があるかなと先ほどから思うのは、JBIC/NEXI さんはすでにやって

いるし、そして今後も計画についても OP4.10 に沿ってやるつもりがあるとおっしゃって

いるわけです。私が先ほどから特にポイントとして言っているのは、そこに国連宣言をプ

ロジェクト実施者の方たちが参照するのだと。それを押し付けがましくないかたちで文言

として取り入れることにどれぐらい問題があるのかという点を私は先ほどから言っている

わけで、そういう意味で先ほどから議論がかみ合っていないのかなと思っています。 

 もう一つ当該国の法制度の話が稲川さんからも、それからもう一人の方からもありまし

た。押し付けがいけないというのは、まさにそのとおりだと思います。ただし、ここで相

手の影響を受ける社会のことを考えた場合に、当然当該国の主張だけではなくて、影響を

受けるそこのコミュニティの人たちの主張があると思います。それがやはり食い違ってい

る。しかも他の世銀がやっているところから見て、どうも影響を受けるコミュニティの人

たちが違う文化を持っていて、そういった権利を主張できるのではないかということがあ

った場合に、もうちょっと進めることはできるのではないかと思います。そういったこと

で、特に宣言に関してはもう少し譲歩の余地があるのではないかと私は思いました。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 今日はかなり時間を超過していて申し訳ないのですが、ご提案者の方のご都合で今日し

か日が取れないので、前回も６時半まででしたから、そのへんまでには終わりたいとは思

います。 
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 話をまとめると、こういう言い方をするとあれですが、今日最初に温度差があるという

話をしたのですが、今日いろいろな論点をやってきた中で、ずっと積み重ねで議論をして

いく中で、妥協とか譲歩とか、交渉事ではないからそんなものは誰もしていないのだけれ

ども、どれだけお互いにニーズを明確に打ち出して、それを改訂の中にどうやってはめて

いくかというところで、ずっとこの会合が始まったときから、共有と納得と。理屈とか考

え方をきちんと皆さんに示して、どれだけ納得が得られたか。 

 そこの中で、フロアは別にバイでやっているわけではなくて、フロアオールの皆様ある

いは議事録等を通してこれをご覧になっている皆様の中で、改訂すること、しないことに

対して、どれだけ理解が得られるだろうかと私どもなりに斟酌しながらやってきている。

最初ははっきり言ってお互いに意見が全然通じなかったり、この質問は何を言っているん

だとか、いろいろあった中で、だんだんわかるところに来ている。 

 そこの中で、この先住民のところをずっと読んだときに、正しいから正しい以上のもの

が残念ながら得られなかった。問いかけに対して、この問題自体が思想・信条とか政治の

問題が強いので、他のものとは一概にはできないなと思いつつも、こちらの問いかけに対

しても正しいから正しいということだけだと、だからフロアの人たちもなかなか落ち着か

ない。 

 意見が先鋭に対立しがちなのは、ありていに言えば、最初のけり出しのところが論理的

でないから、みんなかみ合わない。だから私がここは正しいから譲ってほしいとか、どう

してほしいとか言われても、納得できる説明が正直言って、ない。フロアの皆さんもどこ

がとっかかりかわからないので、私も含めてどうやって説明していいのか困ってしまう。

説明しても、そういうことはなくて、こういうこともありますよねと言われてしまったら、

100％正しいということは世の中にはないので、それをやったらうまくいくかもしれませ

んよと言われたら、将来のことなので、うまくいくかもしれないけれども、うまくいかな

いかもしれないな。片やこちらで困りますと言われていたら、私たちとしては現行きちん

とやっているので、藤平さんはさすがにいいことを言っていたのでもう一回繰り返してし

まいますけれども、ちゃんとやっているのです。 

 ありていに言えば当該国と先住民の利害が対立したらそれをやるとか、それをやるのは

外交官ではないかなと思ったりもするのですけれども、今まで幸いながら先住民族がどち

らかという議論は取り扱った案件の中ではないのです。一応先住民族は権利として認知さ

れている。ただ IPPを作らなくてよいという国がある中で、私たちは、私たちといっても
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JBIC さんなので、ご立派だと思うのですが、努力して、その国と、他にも融資機関はあ

ったみたいですが、一緒に協調して作っていただいて、きちんと先住民族の方の権利がち

ゃんと守られていったという例もある中で、こうしなさいと言われてしまったら、私たち

はそれはできませんとしか今日の提案の場合には申し上げられなかったので、かなり乱暴

になった点は申し訳なかったかもしれないけれども、私たちはちゃんとやっているという

自負がある。今言った規定以上に努力をしているということも私たちは説明できるわけで

す。 

 そこの中ではもう現実に何かこれでできていないことがあるのだったら改めるという要

件はあるけれども、別にこれらの名前を出す必要はない。それは何となれば今できていな

いからでもないし、最初に言ったとおり、現行やっているパフォーマンスを劣化させるこ

ともないと申し上げている。そこの中でおそらく出るとしたら、必要だから必要だと言っ

ている意見だけで政治的なところに踏み出してはよくないのだと思うんです。 

 権利をめぐるいろいろな解釈は鈴木先生のほうからいろいろ書いていただいているので

すが、鈴木先生の意見が正しいのか、法曹界の主流であるのか、あるいは鈴木先生個人の

お考えなのか、私は浅学ですから確かめられません。法律論の中ではどれが正しいかと言

われたら、一つの考え方に対していろいろな法律論が必ずありますから、私たちは決めら

れない。 

 ただ私たちは独法として、日本国政府が言っている先住民の権利の認知というものは当

該国の法制の中で決められていくものであるというところをとりあえず取らざるを得ない。

日本国政府の考え方よりも鈴木先生の考えを取ることは残念ながらできない。これは正し

い正しくないではなくて、私たちのネイチャーとしてそういう立場だと思っているからで

す。当該国と先住民の権利についても、そこに私たちが入ることはできない。問題がある

のだとしたら総合的に考えるけれども、当該国の政府に、あなたの先住民の認識は違うの

だと言うことはできないし、ガイドラインにそんなことを書いたらえらいことだし、でき

ない。 

 外野から離れた安全なところで、この国の人権はおかしいと言うのは誰でもできるし、

そういうことも必要だと思いますけれども、フロントに立ったとき……。先ほど、私はこ

んなに産業界の人に強く言われたのにはびっくりしました。それだけ本当に切実な問題な

のです。フロントに立ってそこの仕事が１個なくなる。あるいは先住民族の問題をめぐっ

て命を取られるような国だってあるわけです。そういうところに思いが行かないで、やれ
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ばできるみたいに言われてしまっては……。私は少なくとも言えない。産業界の皆様があ

れだけ恐れている中で、「やればできますよ。がんばって行きまっしょい」と言ってガイド

ラインを直すことはできないのです。 

 実際求めているものは今得られているわけです。木村さんや鈴木先生がしてくださいと

言ったものは内容としては得られている。端的に言えば、今まで私どもがプロジェクトを

やったところの先住民族の方は、その権利を IPP に基づいてきちんと補償してきている。

この点でこのガイドラインは機能しているわけです。何が足りないのかと言えば、今回提

案した名前が入っていないということで、これによって私たちは何か先住民の方にご迷惑

をかけたことはおそらくない。最後のところで言えば、きちんとやっているということで

す。きちんとやっていて特段新しい動きはない。 

 もう一回最後に言っておくと、国連宣言とかそういうものは、あえて言えば私たちは長

い先住民の道のりの中のまだ初めのほうにいる。世界の多くの人がみんなそうなのだと思

います。そういう中で、いつかみんながそこにたどり着く。そこの中のいちばん遠くのゴ

ールにあるところと同じものを掲げても、世界の多くの国や、あるいはここにいるみんな

だって、足もとがおぼつかないわけです。 

 そこの中で私どものガイドラインは数歩前のところを行灯のように照らしてあげて、こ

っちに行くんだよ、こっちに行くんだよと正しいほうに導いているつもりです。その点で

できていないとは思っていない。そこをやたらすごく遠くの、20キロぐらい先のところで

明かりを振っていても誰もついてこられない。もちろんそういうところで鈴木先生やご一

緒されている方のように、遠くで明かりを振る人もいなければいけない。そういう人がい

なかったら、今回、国連宣言も採択されなかったのでしょう。そういう役割の人もいる。 

 でも JBIC/NEXI はそこにいる人ではないと思うのです。今私たちはもっと身近でやら

なければいけないことがある。それは他の国際機関や ECA よりも少し前で振っていると

いうところにものすごく大きな意義を感じているし、それを達成してきているという自負

がある。だからこの点で今回改訂をする必要がない。別に政治性とかそういうことを問わ

なくてもできていて、改訂しなければいけないというニーズを結局感じていない。 

 

【司会】 

 神崎さん、どうぞ。 
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【FoE Japan 神崎さん】 

 21の１と２と３の議論が最初は別々に分かれていたのですが、最終的に一緒になってし

まって、稲川さんが OP4.10 を守っていくのだけれどもガイドラインには入れない理由を

後で説明しますとおっしゃって、その説明を実は待っていたのですけれども、されていな

いので発言を先にさせていただきます。 

 一つ目の宣言や条約に沿ってというところですが、確かに稲川さんや産業界の方がおっ

しゃっているところも理解するところではある一方、稲川さん自身がおっしゃっていたよ

うに、国連宣言自体の名前も聞いたことがないというような方がもしいらっしゃるとすれ

ば、自然に考えて、この宣言というのは国連の宣言を示しているという背景に沿って考え

れば、どこかに実はこの宣言というのはそういう宣言のことを示しているのですよという

ことを示すものがないと、逆に産業界の方は困られるのではないだろうかという素朴な疑

問が浮かび上がってきました。それでちょっとお腹にストンと落ちない部分があります。 

 それと最後の計画の部分ですが、ガイドラインに入れないとおっしゃる理由はきちんと

お聞きしておいたほうがよいのかなと思ったのですけれども、JBIC の前回出していただ

いた実施状況確認調査の報告書を見ますと、先住民族に影響があるものが６件中２件あっ

て、その２件については先住民族計画が作られているということが確認されたという内容

だったかと思うのですけれども、違いましたでしょうか。 

 そうですね。事業者は先住民族計画を策定しというふうに書かれて……。 

 １件ですか。すみません。私は２件だと思っていましたけれども、２件中の１件という

ことで、残りの１件がなぜ計画が作られていなかったのかということはわからないのです

が、ちょっとお聞きしたほうがいいのかもしれません。NEXI のほうは実際に先住民族に

影響があるプロジェクトに対して先住民族計画が実際に作られたプロジェクト数を、もし

わかるようであれば教えていただいたほうがいいかなと思いました。 

 と申しますのは、一つ私が疑問にというか、関連づけて考えてご質問したいと思ったの

は、先住民族計画が作られた場合に、いちばん最初の情報公開の議論に戻るのですが、情

報公開の範囲を今後拡大していく方針を示されたわけですが、当然先住民族に大きな影響

があって先住民族計画が作られるような場合は、この情報公開の対象として先住民族計画

も含まれるという考えでよろしいかということを確認させていただきたいと思います。お

話がちょっとずれてしまったかもしれないですけれども。 
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【司会】 

 稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 ありがとうございます。別にずれていなくて、改訂していく中のむしろ極めて具体的な

話だと思います。件数については即答はできないですが、至近３年間というか、現行ガイ

ドラインの適用後という範囲で言えば、少なくとも１件やって、１件できています。確認

できていないものがありましたら申し訳ありませんが、私どもの今の認識の中では、扱っ

たものはちゃんと行ったということです。 

 質問に戻って、OP4.10 でなぜ書かないのかというところですが、そこは守れない場合

がある。極力努めるけれども、結局先住民族と一般に言われている人を当該国が認めてい

ないケースを私たちは非常に懸念している。そういう国があるから国連宣言があるのだと

思っていて、そういう国が問題になっている。変な言い方ですが、日本はきっとそうやっ

て国際的には言われていたのだなということは、皆さんも新聞報道を見ればわかるわけで

すから、こういう国はあるのだろうという中で、私たちはなるべく作ってもらいたいと思

って、そういうところもなるべく努力はするけれども、守れない場合がある。その国では、

そんなことを言っても、私たちは国として認知していない。あるいは案件を取るためにや

るわけではないですが、それで極端な話、事業者の方に生命上の危機とか、あるいは日本

国を許さないとかいう問題になってしまったときに、私たちは責任が取れません。 

 そういうことを考えるならば、国際基準を遵守という中で最大限の努力はしますけれど

も、当該国とそういう問題になってしまったときにはやはり守れないケースがあるのだろ

う。そういうことが、多いか少ないかはわかりませんが、想定されながら、ガイドライン

の中に計画を明記していくことについては、できないことを書くわけにはいきませんから、

私どもはできないと申し上げている。OP4.10を明記するかどうかという議論ではなくて、

先住民族計画を作るということをガイドラインに明記することはしない。ただ、極力努力

していくということです。 

 情報公開との関係については、これは情報公開のところの定義と一緒ですが、当該国の

中で EIAと一体となって審査、承認、公開されているものであれば当然公開させていただ

くという認識です。 

 あと国連宣言のところは何でしたっけ。 
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 ごめんなさい。忘れてしまっていたのに、よかったですねと言うと変ですけれども、神

崎さんの言っていた知らないのなら名前を出したほうが親切ではないかというのは、その

点ではもっともです。何でも通せと言われてしまうと、私たちは基本的にゼロなので、譲

るとか譲らないではなくて、何か合理的な理由はないのですけれども、今みたいな話だと、

これが何であるかを例えば FAQ で書いてくださいとか、現実的なことを再度ご提案いた

だけるのであれば検討するということでしょうか。 

 もう一回全部のところから見ていくと、名前を書いてほしいということですね。国連条

約と宣言のところは、この名前をどこかでメンションしてほしいということであれば、例

えば FAQ 等で明記する。これが何であるか。何年に採択されたこういうものもそこに該

当しますとかいう書き方でも構わないのであれば、それは再度ご提案いただきたい。権利

の認知については全く書く余地はない。なおかつ権利の認知については、有効なご意見は

今回、議論の中でも残念ながらいただけなかったので、私どもの視点に立ったときに納得

できるようなものがあれば、追加で出していただければ、中では検討しますけれども、基

本的には改訂することは現時点においては全く認識しないというのは、この議論が終わっ

ても変わらない。 

 FPIC のところは、あまり踏み込めた議論は、正直ここを直接やった議論はあまりでき

ませんでしたが、ここは基本的には当該国の中でこうしたものは、フィリピンの鉱山法と

か、中南米の国の先住民族法のように、使われていれば、そういうものを私たちは確認し

ていきますし、そういう法律がない国については、現状の中での十分な情報に基づいて権

利が取られていく。おそらく移転一般のことについては移転のところの基準も適用される

のだと思うのです。 

 先住民族というのは別に人間でないわけではなくて、当然人間として、社会的弱者とし

て、住民移転のところで配慮される対象者ですから、単純な住民移転についてはそこの中

の規定が適用されるので、ここの中で言っている FPICは、私どものガイドラインの中の

文章で言うならば、土地及び資源に関する諸権利というところにむしろかかってくる力点

が多いのではないか。 

 私は学が浅いのであれですけれども、先住民族と少数民族の違うところとして土地とか

資源に対するアクセスの濃淡というところで、特に先住民族の権利というところで、一般

的な人間としての権利以外でハイライトを浴びている。私たちもハイライトしているのは、

土地及び資源だというところは忘れてはいけない。ここに特にハイライトしている点も、
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私たちは先住民族の問題をよく認識しているガイドラインだと思っているわけです。 

 ここのところの中での FPICの概念としてはちょっとＦとあれが足りないというのもあ

るかもしれないけれども、大いに先進性がある。まさに土地や資源をめぐっての先住民の

権利をどうするかがあるから、世界のいろいろな国でなかなか採択が進まない。これは途

上国、先進国を問わずありますからね。国連宣言に反対しているのは全部先進国ですから。

アメリカ、オーストラリア、カナダ、ニュージーランドです。そういった問題もあります。

そういうこともあるので、ここの部分についても、特段今回のところで改訂のニーズは感

じなかった。 

 最後に論点の３については、私どもが先ほど言ったとおりですので、これはできるだけ

守るように努力に努めますけれども、それは改訂の方向性の中の私どもの発言として書く

ところはやぶさかではありませんが、規定にできない理由も同様に申し上げた。私どもが

できないというところに対して、何か助けになる、あるいはしなくてはいけない明確な理

由があれば、追加でいただければ検討はする。 

 ただ、今日話したものの中では、改訂のニーズとして私どもが取り上げるご意見は残念

ながらなかった。個々の議論としては非常に有益なものも、勉強になった点、傾聴すべき

点はありましたけれども、私どもから投げている、こういうことでできないのだと。はっ

きり言えば日本国の独法でなかったらがんばれるかもしれないけれども、ネイチャーです

からそこは残念ながらできない。その枠の中で私たちがギリギリまで取り組んでいるとい

うところを本当はもうちょっと説明したかったのですが、それができているのだったら書

けばという話だったので、なかなかご理解もいただけず、悲しかった面もありましたが。 

 最後に木村さん、何か付言するところがあれば。 

 

【司会】 

 木村さん、どうぞ。 

 

【市民外交センター 木村さん】 

 宣言のところでかなり議論が止まってしまっていたので、FPIC について本当はもう少

しご説明があるのかなと思って待っていたのですが、もう終わりですみたいな雰囲気にな

っているというところはあるのですけれども、特に２番目、３番目に関して、これで終わ

りかなというのはちょっと今感じているところです。宣言に関してはあれだけ言いました
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ので、それでもできないということであれば、何かを持ち帰って考えなければいけないの

かなと思っています。 

 ２番目と３番目の部分、特に３番目は全部できないからここに書くことはできませんと

言われてしまったら、もうちょっとそこに交渉の余地はないのかなとか、FPIC に関して

も、これだけ近いものが現在書かれているのに、でも当該国の決めることですからといっ

て退けられてしまうのは、私としてはあまり議論が尽くせたという感じはしておりません

が、一方で会場の時間もあるでしょうから、ここの部分についてどうするかというのは、

私も今どうしたものかと思っているのですけれども、何かご提案があればよろしくお願い

いたします。 

 

【司会】 

 福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 ２点あります。１点は議論の進め方ですけれども、私は木村さんのスケジュールはわか

らないので、次回いらっしゃるかどうかわかりませんが、可能であれば、２番目と３番目

の点については、次回もう少し議論してもよいのかなと思います。先ほどから国連宣言を

紙に書くのか書かないのかというところに議論は終始してしまったなと私も聞いていて思

いましたので、その点は、木村さんのスケジュールとかいろいろあるとは思いますが、ま

た相談していただければと思います。 

 もう１点ですが、情報公開について先ほど神崎さんがお尋ねになったところを確認させ

てください。すでに事前の情報公開、スクリーニング後の情報公開について、EIA以外に

ついても当該国で承認・公開されているものについては、JBIC としてもウェブサイト上

で公開するという話が前々回あったと思います。ただ、当該国で承認・公開の承認の部分

が若干ひっかかっていまして、例えば環境アセスメントについては多くの国で承認手続き

というのがあると思いますが、非自発的住民移転に関する計画というのは承認手続きがあ

る国、ない国があると思いますし、先住民族計画については、おそらく多くの国がそうい

う手続きは持っていないと思います。当該国の承認が要件になるのか、あくまで公開につ

いて現地で公開されているかどうかというところだけが問題なのか、その点についてお考

えをお聞かせ願えればと思います。 
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【司会】 

 JBIC、お願いします。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 正直申し上げて時間がだいぶ過ぎています。 

 福田さんの情報公開のところのご質問の趣旨は一応理解はいたしました。ただ、ここで

お答えするのは適当ではないと思います。ここは先住民の話であったわけですので。いず

れ改訂の方向性ということで情報公開の部分も含めて提示をすることになるわけですから、

もう情報公開の話は一度終わっています。そういうことで、そこまで待っていただくとい

うことだと思います。 

 私は今回はどちらかと言うと聞き役に回っていたのですが、相当フラストレーションが

たまっています。ご協力をいただけなかったなという意味です。どことはあえて申しませ

んけれども、論点について説得力のある内容を言っていただかないと、ましてや改訂をす

るべしということをおっしゃっているわけですから、最終的にはパブリック、皆さんでは

ないにしても、少なくとも私どもが納得できるような議論を提示していただきたい。堂々

めぐりになっているのは非常に時間の無駄です。これは私どもも反省しなければいけない

と思っていますけれども、今日の結果は非常に残念です。いずれにしましても、もうこれ

以上議論は、申し訳ないですが、いたしません。むしろ次回の話をするべきだと思ってい

ます。もう６時 40 分ですから、お時間の都合のある人もいると思いますので、ここは申

し訳ないですけれども、閉めさせていただきます。 

 次回は７月３日（木）です。その次はちょっとあいだが縮みまして７月 10日（木）。夏

休みに入られる方もいらっしゃるかもしれないですが、そんなこと言っている場合ではな

いというのが JBIC/NEXIの状況です。その次もあえて決めています。７月 24日です。次

回の７月３日につきましては、私どものもくろみとしては、今日通し番号 21 番まで全部

できたという前提で考えていたので、その前提での話として申し上げます。 

 ７月３日においては、いろいろ考えて悩んだところもあるのですが、とりあえず追加論

点と出されているところの前のオリジナルの、今のこのアップデートされている表に掲げ

てある項目すべて残りの部分をやる。その中には原子力もありますし、異議申し立てとか、

はたまた私どもの案件発掘・形成調査とか、そういったものもあります。そういったとこ

ろまでやりたいと思っていますので、今日の積み残しになったもの、申し訳ないですが、
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先住民族については、私どもの改訂の方向性が出るまで待っていただきたい。それまでに

何かコメントがあるのであれば、書面で出していただきたい。したがって次回は 13 番か

らできるところまで、できれば 29までやりたいと思っています。 

 私どもは NEXIさんとともにまた反省は当然しますけれども、皆様方にも一段のご協力

をぜひよろしくお願いしたいと思っています。私からは以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。そろそろ時間ですので、会場の都合もございますので、会と

してはここで終わらせていただければと思います。まことに申し訳ありませんが、引き続

きよろしくお願い申し上げます。本日はありがとうございました。 
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